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１. 緒論 
  
2 
1.1 本研究の背景 
 日本の製鉄業は，1901 年に八幡製鉄所が官営製鉄所として操業を開始して以来，一貫
して，日本の工業製品に対する素材を提供する産業として，経済を支えてきた 1-1)。特に，
高度成長期には，製銑，製鋼，圧延工程を１ヵ所に集約した近代的な臨海型銑鋼一貫製
鉄所が次々に建設され 1-2)，格段に国際競争力を高めた。また，鉄鋼メーカでは，需要家
のニーズに合わせて，抗張力，防錆，制震さらには電磁鋼板といった高品質な鋼材を開
発し，提供することによって，他社との競争力を維持するように努めている 1-3)。 
製鉄業の産業としての本質は，機械工業及び装置工業を総合した極めて規模の大きい
装置産業である 1-4)。装置産業における競争力は，一般に，設備の規模や生産性に大きく
依存している。とりわけ，鉄鉱石から鉄を取り出し，鋼材製品の製造までを行なう銑鋼
一貫製鉄所においては，高品質な製品を安定供給し続ける前提として，生産設備の安定
稼動が強く求められる。 
銑鋼一貫製鉄所のフローを Fig. 1-1 に示す 1-5)。上段の左より，原料受け入れ，製銑工
程，製鋼工程を示す。また，下段の左から，製品出荷，圧延工程示している。鉄鋼製品
の製造の流れを Fig. 1-1 に従って説明する。 
 
(1) 原料受け入れ工程 
鉄鋼の主原料である，鉄鉱石，石炭を製鉄所の原料ヤードに貯蔵する工程である。
鉄鉱石や石炭は海外からの輸入品であり，バラ積み船で製鉄所の岸壁まで輸送さ
れる。原料は岸壁に設置されたアンローダと呼ばれる大型の荷役機械によって，バ
ラ積み船から荷下ろしされ，原料ヤードに運ばれる。 
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(2) 製銑工程 
高炉と呼ばれる巨大な設備を用いて鉄鋼石を還元し，溶融した銑鉄である溶銑
を製造する工程である。 
高炉では，上部から原料である鉄鉱石とコークスが，層になるよう交互に挿入さ
れる。最近は原料として粒径が小さい鉄鉱石である粉鉱石を使用することが多い。
しかし，粉鉱石のまま高炉に挿入すると高炉内で目詰まりが生じ，熱風の流れを阻
害する。そこで，熱風の流れを良くするため，粉鉱石と石灰石を混合，焼結して一
定の大きさの塊成物とした後に，炉内に挿入される。 
コークスは鉄鉱石を還元する際の炭素，及び鉄鉱石を加熱・溶融する熱源として
用いられる。コークスは，石炭をコークス炉で蒸し焼きにして作られる。 
高炉の下部から，熱風炉で製造された 1000℃以上の高温空気である熱風ととも
に微粉炭が吹き込まれる。熱風は，高炉の上部から挿入された原料と反応しなが
ら，炉内を上昇し，高炉の上部から副生ガスとして取り出される。このとき，高炉
内では酸化鉄の還元が行われ，還元された鉄は溶銑として高炉の底部に蓄積され
る。高炉の底部に蓄積された溶銑は一定の時間間隔で取り出される。 
操業によって，コークス炉及び高炉から大量の副生ガスが生成される。副生ガス
は製鉄所内で加熱炉及び自家発電用ボイラの燃料として用いられる。 
(3) 製鋼工程 
製鋼工程では，高炉によって製造した銑鉄から炭素分を取り除く脱炭や不純物
の除去が行われる。本工程によって，硬くて脆い銑鉄が，可塑性を持つ鋼となる。 
 洋梨形の転炉の中で酸素を直接溶銑に吹き付けると，溶銑に含まれている炭素
が一酸化炭素となり脱炭される。脱炭で生成される一酸化炭素も，副生ガスとして
回収され，加熱炉及び自家発電用ボイラの燃料として用いられる。 
 転炉で溶鋼が所定の成分になった後，圧延等の加工がしやすいように一定の形
の鋼片に鋳固める。鋼片の製造には，溶鋼を連続的に凝固させる連続鋳造機が用い
られる。 
 
(4) 圧延工程 
 回転する複数のロールを有する圧延機に鋼片を通して，所定の形状に加工する
工程である。圧延によって，板，棒及び管などの製品形状に加工する。 
 
(5) 製品出荷工程 
圧延によって製造された製品は出荷まで出荷岸壁近傍の倉庫に保管される。製
品はクレーンによって船積みされ，需要家まで海上輸送される。トレーラを用いて
製品を陸上輸送する場合もある 
 
このように，銑鋼一貫製鉄所では，製銑，製鋼及び圧延の 3 工程を 1 か所に集約し，
これらを連続的に行うことによって，副生ガスの有効利用による生産コスト低減，中間
製品の輸送コストの低減及び原料から製品まで一貫した製造管理の実施が可能となって
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おり，製品の品質向上と生産コスト低減を両立させるプラントとなっている。 
しかし，1973 年の第一次オイルショック以降は，日本における粗鋼生産の拡大は控え
られ，国内で新たに銑鋼一貫製鉄所が建設されることは無くなった 1-4)。また，1980 年
代から 90 年代の前半にかけては，高炉を始めとする生産設備の休止や廃止が相次ぎ，現
在に至るまで国内への設備投資額は圧縮される傾向が続いている 1-3)。 
設備投資が抑制された環境下では，設備の更新や補修は製品の製造に直結する高炉や
圧延機等の主要な設備に限定される傾向があり，副生ガス配管や熱風炉，中間製品の荷
役作業に用いるクレーン等の付帯設備は設備の更新や補修が後回しとなっている。その
ため，既存の製鉄所では，これら付帯設備の老朽化が進行しており，操業停止が頻発す
ることによって，銑鋼一貫製鉄所の競争力が低下する可能性が現実となりつつある。 
銑鋼一貫製鉄所では，副生ガス配管でトラブルが発生すると，製鉄所全体のエネルギ
ーコストを押し上げるため，生産コストの上昇につながり，同業他社との価格競争力が
低下する。また，高炉に熱風を送風する熱風炉が停止すれば，銑鉄が生産できなくなる。
さらに，中間製品の荷役作業に用いるクレーンにトラブルが発生して停止しても，中間
製品を後工程に輸送できなくなるため，生産が停止する。これらの原因によって生じる
損失は，一日当たり数千万円から数億円に達する場合もある。 
しかし，年々設備保全の重要性が高まる中，2007 年から設備保全に精通した技術者が
定年によって順次退職しており，十分な設備保全を実施することが困難となってきてい
る。そのため，設備の更新や補修が後回しとなりがちな付帯設備を対象に，熟練した設
備保全技術者が有していた維持・管理のノウハウを定量化し，効率的な設備保全を行う
ための技術開発を実施することは，銑鋼一貫製鉄所の競争力を今後も維持していくため
に必要である。 
 
1.2 既往の研究と問題点 
1.2.3 鋼製配管の腐食減肉の評価 
鋼製配管は，様々な方法で配管の板厚を測定し，腐食量を把握することによって，健
全性が確認されている。製鉄所や石油化学プラント等の大型のプラントでは，検査の対
象となる配管が数十 km1-6)に達する。また，多くの配管は高所に設置されているため，
検査のための足場の組み立てや解体が必要となり，検査に多大な時間とコストを費やし
ている 1-7)。そのため，配管の効率的な検査手法に対するニーズが非常に大きく，種々の
方法が検討されている。 
薄肉の配管表面から数十 kHz 程度の低い周波数の超音波を入射すると，配管の管軸方
向に超音波が伝搬する。この管軸方向に伝搬する超音波をガイド波 1-8)，1-9)と呼び，探触
子から遠く離れた腐食減肉を検出できる可能性があるため多くの研究が行われている例
えば 1-10) - 1-14)。しかし，腐食減肉以外でもエルボ，分岐管及びテーパー部等の形状変化部
からも反射エコーが返ってくるため，減肉の評価が困難であること，また，長年使用さ
れた製鉄所の副生ガス配管のように，腐食によって内面に多くの凹凸が生じている条件
では，減肉評価の難易度があがるという課題がある。 
長期間使用された鋼製配管の内面を観察すると，穴状に腐食が進行する孔食と呼ばれ
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る局部的な腐食が観察される。局部腐食は全面腐食と比較して，短時間に進行して内部
流体の漏洩に至るため，その評価手法の研究は重要なテーマとなっている。局部腐食が
生じている対象から，小面積の試験片を複数採取し，対象とする設備の局部腐食深さの
最大値を統計的に解析する手法 1-15)，1-16)が紹介されている。本手法によれば，対象とする
設備から切り出した試験片の解析により，局部腐食深さの最大値を求めることができる。
しかし，実際に適用する際には，対象とする設備において，多くの局部腐食の深さデー
タを採取し，統計的に推定した値と比較検証する必要がある。 
配管の板厚を正確に測定する手法ではないが，腐食の有無及び位置を検出する手法と
して渦電流試験の一種である，磁気飽和渦流探傷法が，四辻 1-7)によって紹介されている。
本手法は，局部腐食に対しては有効な検査手法であるが，全面腐食に対して検出困難な
場合がある。 
いずれの方法も，試験対象となる配管に接触してデータを取得する必要がある。その
ため，内部流体の圧力が高く，減肉部を起点として配管が墳破する危険性がある配管は，
安全上の問題から操業を停止しないとデータが取得できないという課題がある。 
 
1.2.2 耐火物の損耗評価 
高炉では安定操業と銑鉄コストの低減を両立させるため，従来から炉体耐火物の損耗
を把握する方法について研究され，実用化されてきた。例えば，RI埋め込み法，熱電対
法，熱流計法，電位パルス法，トリガーレスポンス法，赤外線サーモグラフィ試験及び
宇宙線ミュオンによる方法等がある。 
RI埋め込み法による耐火物の損耗評価の実績が，江上ら 1-17)によって報告されている。
耐火物の厚さ方向に一定間隔で放射性同位元素（RI）を高炉改修の際に埋設しておく。
操業によって耐火物が損耗すると，RIが脱落し，溶銑に含まれる。そのため，溶銑中の
RI を監視していれば，RI を埋設した部位における耐火物の損耗を把握できる。しかし，
本手法には 1点計測となること，また，現在では RIの管理の困難さからも，適用困難な
手法である。 
高炉の寿命を左右する炉床耐火物の損耗は主に熱的な現象に起因すると仮定して，高
炉炉底部の耐火物の損耗量を定量的に推定する方法が検討されている。高炉の炉底部に
熱電対を事前に埋め込み，その測定値をもとに伝熱計算によって耐火物の損耗を推定す
る熱電対法の事例が加瀬 1-18)や吉川ら 1-19)によって報告されている。しかし,長期間の測
定では，炉内温度の変化や，熱電対の損傷が生じる可能性が高く，耐火物の損耗の推定
制度が低下するという課題がある。 
阪本ら 1-20)や久保ら 1-21)は，鉄皮近傍に設置した熱流計で測定した熱流束から，耐火物
の厚さを推定する熱流計法を検討している。本手法は，炉内温度の変化で誤差が生じる
ため，耐火物の損耗を定性的に捉えることしかできないという課題がある。 
白岩ら 1-22)によって開発された電位パルス法は，耐火物内に，耐火物と同程度に侵食さ
れるセンサとなるケーブルをあらかじめ埋設し，操業によって耐火物と同様に損耗する
ケーブルの長さを測定し耐火物の損耗を判断する手法である。ケーブル長の測定は高周
波パルス技術を使用している。ステップパルスのケーブル端からの反射時間と伝搬速度
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からケーブル長さを求める。しかし，事前にセンサとなるケーブルを耐火物中に埋設す
る必要があること，また，センサとなるケーブルが耐火物と同様に損耗する条件でのみ
適用できるという制限がある。 
堀内ら 1-23)は，長さの異なる複数の熱電対を並行に配置し，相互を非接触に保ちながら
外套シース管に収納したセンサを用いるトリガーレスポンス法を提案している。本手法
は，長さの異なる複数本の熱電対を収納したシース管を耐火物に事前に埋設しておき，
炉内に生じた温度変化（トリガー信号）に対して，各熱電対の温度変化（レスポンス信
号）を測定し，耐火物の厚さ方向における熱伝導の遅れから，耐火物の厚さを測定する
方法である。しかし，本手法は，事前に複数本の熱電対を収納したシース管を耐火物に
埋設する必要があること，また，シース管を埋設した点における損耗量しか評価できな
い等の課題がある。 
大野ら 1-24)は，赤外線サーモグラフィ装置によって，鉄皮の温度分布を測定し，耐火物
の損傷を検出する方法を検討している。しかし，耐火物の損傷量を簡便かつ定量的に推
定できる手法にまでは至っていない。 
最近では，高炉を透過する宇宙線ミュオンの強度分布を測定し，高炉内部の物質密度
分布やレンガの損傷量を求める方法も，篠竹ら 1-25)によって検討されている。しかし，現
時点では，大型のセンサを高炉近傍に設置する必要があり，さらに，長期間の測定が必
要となるという課題がある。 
ミュオンの強度分布を測定する方法と赤外線サーモグラフィ試験以外の方法における
共通の課題は，センサを高炉に設置するための工事が事前に必要となることである。ま
た，高炉の寿命を左右する炉床耐火物の損耗は，炉内の溶銑の状態と密接に関連して発
生することを前提として，高炉に特化した評価手法が検討されており 1-26)，熱風炉の操業
に合わせた検討がなされていない。そのため，高炉と異なる設備である熱風炉の不定形
耐火物の損耗評価の手法としてはすぐに適用できない。 
 
1.2.3 疲労き裂対策工法の施工評価 
鋼構造物に疲労き裂が発見されると，き裂の発生部位，き裂の長さ，対策の目的（応
急対策，恒久対策）などから総合的に判断して，適用する疲労き裂対策工法が選定され
る。疲労き裂の補修・補強は，応力拡大係数範囲の低減を原理して用いる，施工の容易
な新技術 1-27)-1-30)が提案・実用化されてきている。 
 従来は，供用中検査で疲労き裂が検出されれば，部材の補修・交換が原則であった。
しかし，疲労き裂を完全に除去しない応力拡大係数範囲の低減を原理とする工法を用い
ても，施工後に疲労き裂の進展を評価し，施工効果が確認できれば，安心して一定期間
使用できる。 
 疲労試験機によるラボ試験では，一定繰返し数 ΔN の間に疲労き裂が伝ぱした量 Δa を
測定し，Δa/ΔN として疲労き裂の伝ぱ速度を求めることができる。しかし，現場では，
厳密に試験条件を管理できないため，破壊力学で定義される疲労き裂の伝ぱ速度を容易
には求められない。また，簡便法として，一定期間に伝ぱする疲労き裂長さを評価する
場合でも，疲労き裂の長さの変化を検出するためには長い時間を要するという課題があ
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る。 
 破壊力学パラメータである応力拡大係数 K を，き裂先端近傍のひずみ値から直接求め
る方法が研究されている。市販のひずみゲージ 1-31)や，K 値ゲージという専用のひずみゲ
ージ 1-32)，1-33)をき裂先端近傍に貼付すことによって，K値を測定する技術である。しかし，
溶接ビードの止端に発生した疲労き裂等，凹凸のある部位には適用できないという課題
がある。 
 このように，クレーンをはじめとする鋼構造に発生した疲労き裂の補修に，応力拡大
係数範囲の低減を原理とする疲労き裂対策工法を適用しても，現場の様々な制約によっ
て，施工評価が迅速にできないという課題がある。 
 
1.3 本研究の目的及び論文の構成 
 本研究では，製鉄プラントの付帯設備を対象として，広い面を高速に非接触で試験で
きる特徴を有する赤外線サーモグラフィ試験を用いて効率的な設備保全に資する手法に
ついて検討する。 
本研究の目的を整理すると以下の通りである。 
 
研究の目的１ 鋼製ガス配管を対象とする減肉のスクリーニング手法の提案と検証 
赤外線サーモグラフィ試験と超音波厚さ試験を組み合わせ，比較的大口径の金属
製のガス配管である副生ガス配管に対して非接触で操業中でも実施可能なスクリー
ニング手法を提案する。 
 
研究の目的２ 熱風炉の不定形耐火物を対象とする損耗評価手法の提案と検証 
 赤外線サーモグラフィ装置によって測定した操業中の鉄皮の温度変化を用いて，
鉄皮を保護する不定形耐火物の損耗量を簡便に推定する逆解析手法を提案する。 
 
研究の目的３ クレーンなどの鋼構造物に対する疲労き裂対策工法の施工評価手法の提
案 
 応力拡大係数範囲の低減によって，き裂進展を停留，あるいはき裂進展速度を抑
制する工法の中で，施工が容易な特徴を有する微細粒ペーストを用いた工法に着目し，
現場で短期間のうちに施工品質を確認できる非破壊試験方法について提案する。 
 
これらの研究目的を踏まえ，本論文の構成を以下の通りとする。 
[第 1 章] 
 序論として，銑鋼一貫製鉄所の特徴について説明し，本研究の背景を述べるとともに，
製鉄所の付帯設備である，副生ガス配管，熱風炉及びクレーン等の鋼製設備の保全に関
する知見を概観し，本研究の目的及び本論文の構成を示す 
[第２章] 
 本研究で主要な試験技術として用いる赤外線サーモグラフィ装置及び試験原理につい
て述べる。また，検討する各課題の逆問題としての分類を示す。 
[第３章] 
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本章では，「研究の目的１ 鋼製ガス配管を対象とする減肉のスクリーニング手法の提
案と検証」について述べる。 
まず，医療分野のトリアージを基礎に置き，補修の優先順位の定め方，及びその際に
用いる判定基準を提案する。次に，スクリーニング手法として，腐食の原因となる配管
の堆積物及び副生ガスとの界面を検出する赤外線サーモグラフィ試験を提案する。提案
した試験方法の有効性を，有限要素解析，試験体による実験及び現地試験によって確認
する。さらに，内面腐食によって生じた減肉分布を非接触で推定する赤外線サーモグラ
フィ試験を提案する。提案した試験方法の有効性を試験片及び現地試験によって確認す
る。 
[第４章] 
 4 章から 6 章においては，「研究目的２ 熱風炉の不定形耐火物を対象とする損耗評価
手法の提案と検証」について述べる。本章ではまず，不定形耐火物の厚さを推定する逆
解析手法を提案するとともに，数理解析によって，解の安定性など解の特性を調べる。
次に，実際の操業を模擬した境界条件での有限要素解析を行い，鉄皮の温度変化を求め，
その温度変化を入力とする逆解析を行う。さらに,その結果から，不定形耐火物厚さの推
定誤差の傾向を把握し，誤差を補正する方法について検討する。 
[第 5 章] 
 本章では，実際の熱風炉の操業によって生じる鉄皮の温度変化を赤外線サーモグラフ
ィ装置で測定し，４章で提案した逆解析手法を適用して，手法の有効性を確認する。 
まず，熱風炉を対象に測定した鉄皮の熱画像から外乱を取り除き，耐火物の損耗によ
って生じた局所的高温部のみを抽出する信号処理方法を提案する。次に耐火物の損耗に
よって生じた局所的高温部において，操業によって生じる鉄皮温度の時間変化を抽出す
る。さらに，抽出した鉄皮温度の時間変化を，第４章で提案した逆解析手法の入力デー
タに用い，不定形耐火物の厚さを推定して有効性を確認する。 
 [第 6 章] 
 本章では不定形耐火物と鋼板からなる小型の二層平板試験片を用いた実験と有限要素
解析によって，不定形耐火物の厚さを様々に変えた場合の逆解析による厚さ推定の誤差
について実験的に検討する。 
まず，不定形耐火物の厚さが異なる 4 種類の二層平板の試験体に対して，ハロゲンヒ
ータを加熱源とする実験を行い，不定形耐火物の厚さを推定する。逆解析で得られる結
果と，不定形耐火物厚さの実測値を比較することで，不定形耐火物厚さに関する誤差の
発生傾向を調べる。次に，実験で得た加熱面の温度変化を境界条件として与えて，一次
元及び軸対称の二層平板モデルに対して有限要素解析を行う。有限要素解析で得た観察
面の温度変化を逆解析して，実験結果と比較し，不定形耐火物厚さの誤差に及ぼす影響
因子を明らかにする。さらに，得られた結果から，第４章で提案した逆解析手法の熱風
炉の不定形耐火物に対する適用性を確認する。 
[第 7 章] 
 本章では，「研究の目的３ クレーンなどの鋼構造物に対する疲労き裂対策工法の施工
評価手法の提案」について述べる。 
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 疲労き裂進展抑制を目的とした対策工法の施工後に生じるき裂先端近傍における代表
点の変動応力の低減を，熱弾性応力測定によって評価する方法を検討する。次に，熱弾
性応力測定で得られたき裂先端近傍の一次元温度分布から応力拡大係数範囲 ΔK を求め
て，疲労き裂の進展性を評価する方法についても検討する。 
[第 8 章] 
 各章で得られた結果を総括し，今後の課題を指摘して本研究の結論とする。 
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２. 赤外線サーモグラフィによる非破壊
試験 
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2.1 緒言 
 本研究では広大な敷地の中に多種多様な設備が設置されている銑鋼一貫製鉄所の付帯
設備を対象に効率的な設備保全方法の確立を目的としている。本章では，効率的な設備
診断を実施するために基盤技術として用いる赤外線サーモグラフィ試験について，その
特徴及び主要な試験原理について述べる。 
 
2.2 赤外線サーモグラフィ装置及び試験の特徴 
 非測定物表面の温度分布を測定する方法は，赤外線サーモグラフィ試験以外にも存在す
る。例えば，感熱シートや感温液晶を用いて，温度分布を測定する方法がある。 
 感熱シートを用いて温度分布を測定する場合 2-1)，まず，温度に比例して濃度が変化す
る特性を有する感熱シートを測定対象物に貼付して，その温度分布を濃度分布として写
し取る。感熱シートに写し取った濃度分布は，フラットベッドスキャナなどでコンピュ
ータに読み込み，既知の濃度と温度の関係を用いて温度分布に変換する。 
 感温液晶は，1888 年にオーストリアの F. Reinitzer によって発見され 2-2)，現在ではコ
ンピュータのディスプレイやテレビなど種々の電子機器に適用されている液晶技術の応
用で，主に温度によって色が変化する物質である。光の入射方向や撮影位置によっても
色は変化するが，温度が低温では赤，高温になるにつれて緑，青と変化する性質を有し
ている 2-3)。感温液晶は直径 5～30 μm のマイクロカプセルに封入された状態で使用する
2-4)。温度分布を測定する際には，感温液晶が封入されたマイクロカプセルを測定面に薄
く均一に塗布 2-5)，あるいは，あらかじめ，アセテートあるいはポリエステルのフィルム
に印刷して用いる。非測定物の温度の変化は，液晶の色変化としてビデオカメラ等で記
録する。 
 しかし，これらの手法は，直接測定対象面に触れる必要があること，また，温度測定
の分解能や精度が制限されることから，実験室内等の限られた範囲での適用に留まり，
製鉄所等実プラントの設備を対象とする，設備保全を目的とした非破壊試験手法として
は広く用いられることはなかった。 
 1990年頃に民生用赤外線サーモグラフィ装置の性能を向上させる大きい技術革新があ
った。電子走査及び非冷却の熱型赤外線イメージセンサ技術である。 
従来は，単素子もしくは一次元アレイセンサを用いる赤外線サーモグラフィ装置が主
流であった。しかし，二次元アレイセンサが工業的に生産できるレベルとなり，現在主
流の電気走査方式が実用化され，フレームタイムの高速化が可能になった。 
また，1970年代から米国で開発され，防衛技術として非公開扱いとなっていた，冷却
が不要な熱型赤外線イメージセンサ技術 2-6)，2-7)が，1993年頃から冷戦終結後の防衛技術
の民需展開によって公開されるようになった 2-8)。当初は米国から輸入する必要があり，
米国の商務省及び国防総省の輸出許可が必要で，入手性に難があったが，1990年代の後
半になり，輸出規制が緩和されたこと，また，日本でも国産の熱型赤外線イメージセン
サが開発され生産されるようになったことによって 2-9)，非冷却，小型，低消費電力及び
フレームタイムが 30～60Hzの特徴を有する，現場適用に最適な赤外線サーモグラフィ装
置が容易に入手できるようになった。 
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これにより，非接触で高精度に測定対象の表面温度を測定可能となり，熱に着目した
非破壊試験法として赤外線サーモグラフィ試験が注目されてきている。 
 赤外線サーモグラフィ試験の特徴として，次の項目を挙げることができる 2-10)。 
・非破壊かつ非接触に欠陥検査が可能である。 
・短時間に広範囲にわたる検査を行うことができる。 
・欠陥の位置形状が温度分布から特定できる。 
・赤外線サーモグラフィ装置と加熱装置以外には特別な検査設備・環境を必要としな
い。 
・有害物質を使用しないので，人体と環境にやさしい試験法である。 
・光学的計測法であるため，適当な広角，望遠，拡大光学系を選ぶことにより，検査対
象の大きさによる制限を受けない。 
・検査対象の材質による制限を受けない。 
・複合材料や被膜材料等の表面下の剥離欠陥に対して特に検出感度が高い。 
  
 赤外線サーモグラフィ試験は，これらの特徴において非接触，短時間で広範囲の試験，
検査対象の大きさ及び材質の影響を受けない等，製鉄所の効率的な設備保全に資する非
破壊試験法として多くの好ましい特徴を有している。 
  
2.3 赤外線サーモグラフィ試験の原理 
 赤外線サーモグラフィ試験は大別して，熱負荷を与えたときの欠陥による断熱温度場
を検出する方法，自己発熱（吸熱）による方法及び空洞放射効果に基づく方法の三種の
原理に分類できる 2-11)。次に各原理における，試験の特徴について述べる。 
(1) 断熱温度場検出に基づく方法 
断熱温度場検出に基づく方法は，赤外線サーモグラフィ試験の原理として広く用い
られている原理である。Fig. 2-1 に原理図を示す。 
 
 Fig. 2-1 に示すように，被測定物の外部から熱負荷を与えたとき，表面の直下にきずが
あれば，面外方向の熱伝導が妨げられ，きず上の表面温度が局所的に高くなる。この温
IR Camera 
Specimen 
Fig. 2-1 Principle of infrared thermography technique based on 
adiabatic temperature field measurement. 
Xenon Flash Lamp 
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度分布を赤外線サーモグラフィ装置によって測定し，局所的な高温部としてきずを検出
する方法である。 
 
(2) 自己発熱（吸熱）に基づく方法 
Fig. 2-2 に示すように，試験体に負荷を与えて，きず部で発熱させた場合，あるいは，
きず部が発熱源である場合に，被測定物の表面温度を測定し，局所的な高温部を検出す
る方法である。また，きず部が吸熱源の場合には，表面温度の分布から局所的な低温部
を検出する。 
 
(3) 空洞放射効果に基づく方法 
Fig. 2-3 に示すように，被測定物の表面に空洞状のきずが存在する場合，空洞きずの
部分における放射率は，その周囲の放射率に比べて高くなる。この現象は空洞放射効果
と呼ばれる。空洞放射効果に基づく方法は，非測定物を加熱して，温度一定の条件で，
表面の温度分布を測定し，表面に開口した空洞状のきずを局所的高温部として検出する
方法である。 
 
IR Camera 
Specimen 
Fig. 2-2 Principle of infrared thermography technique 
based on self-heating. 
IR Camera 
Specimen 
Fig. 2-3 Principle of infrared thermography 
technique based on cavity radiation effect. 
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赤外線サーモグラフィ試験では，原理に基づく分類以外にも，試験の際に被測定物に
与える負荷の有無で区別する分類がある 2-11)。 
太陽光や気温変動など，非測定物に自然に発生した温度変化，すなわち試験を目的と
した人為的な負荷を与えることなく，自然に被測定物表面に発生した温度変化を測定す
る場合をパッシブ法と呼ぶ。 
また，試験を目的として，被測定物に何らかの手段による負荷を与えることによって
生じた非測定物表面の温度変化を測定する場合をアクティブ法と呼ぶ。 
 
2.4 本研究で用いた赤外線サーモグラフィ試験の原理及び逆問題としての分類 
 一般に，表面下のきずに対して赤外線サーモグラフィ試験を適用したとき，被測定物
の表面温度の分布である熱画像を評価するだけでは，きずの定性的な評価に留まり，形
状，大きさ及び深さを正確に求めることはできない。しかし，測定した温度分布に対し
て，適切な信号処理を適用すれば定量的な評価が可能となる場合がある。被対象物の表
面温度分布を用いて，内部に存在するきずの位置や形状を推定する信号処理は，一種の
逆解析と考えられる 2-12)，2-13)。様々な逆問題が存在するが，境界/領域逆問題，支配方程
式逆問題，境界値/初期値逆問題，負荷逆問題及び材料特性逆問題の五種類に分類できる
2-14)。まず，各逆問題の定義について述べる。 
 
(1) 境界/領域逆問題 
境界/領域逆問題は，きずの形状や気体と液体の界面の位置等を推定する逆問題であ
る。構造物に内在するきずの大きさや位置を，構造物を破壊することなく非破壊的に測
定する非破壊試験は，境界/領域逆問題に分類される。構造物や生体に内在する，きずの
位置や大きさを測定する手段として，超音波 2-15),2-16)，X 線 2-17)や近赤外光 2-18)及び電気
ポテンシャル 2-19) ,2-20)等を用いる方法が検討されている。 
 
(2) 支配方程式逆問題 2-21) 
物理法則を微分方程式によって記述することは，ニュートンによって提案された。そ
の後，ニュートンの運動方程式に続き，様々な物理現象が微分方程式として記述され，
工学はこれら支配方程式を活用して発展してきている。支配方程式逆問題は，物理現象
の観察結果をもとに，これを合理的に説明できる微分方程式を求める逆問題である。 
 
(3) 境界値/初期値逆問題 
心臓表面の電気ポテンシャル分布 2-22)など，センサを設置して直接測定できない環境
下にある境界部では，境界条件を測定値として得ることはできない。境界値/初期値逆問
題は，このような場合に，他の境界上の測定値，または領域内部の測定値を用いて，未
知の境界条件を推定する問題，及び時間をさかのぼって初期の状態を推定する問題であ
る。 
 
(4) 負荷逆問題 
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 構造体において，力が作用しているときに，どこにどれくらいの大きさの力が生じて
いるかを求めたい場合がある。このような問題を，負荷逆問題と呼ぶ。測定値として取
得した構造体に作用する主応力の変化から，応力の成分分離を行う方法が研究されてい
る 2-23)-2-26)。 
 
(5) 材料特性逆問題 
 構造体において，部材の弾性係数，電気抵抗及び熱伝導率 2-27)などの材料特性値を求め
たい場合がある。材料特性逆問題は，種々の負荷を与えたときの応答を観察し，材料特
性値を求める逆問題である。 
 
次に，前述した赤外線サーモグラフィ試験の原理及び逆問題の分類によって，本研究
の課題で用いた赤外線サーモグラフィ試験の原理と逆問題としての分類を示す。 
 
研究の目的１ 鋼製ガス配管を対象とする減肉のスクリーニング手法の提案と検証（3章） 
赤外線サーモグラフィ試験の原理：断熱温度場検出に基づく方法でパッシブ法及びア
クティブ法を利用 
逆問題の分類：境界/領域逆問題（堆積物の界面の位置情報の抽出において） 
 
研究の目的２ 熱風炉の不定形耐火物を対象とする損耗評価手法の提案と検証（4～6章） 
赤外線サーモグラフィ試験の原理：断熱温度場検出に基づく方法でパッシブ法を利用 
逆問題の分類：境界/領域逆問題（不定形耐火物の損耗量の推定において） 
 
研究の目的３ クレーンなどの鋼構造物に対する疲労き裂対策工法の施工評価手法の提
案（7 章） 
赤外線サーモグラフィ試験の原理：自己発熱（吸熱）に基づく方法でアクティブ法を
利用 
逆問題の分類：該当なし（順問題） 
 
2.5 結言 
 本章では，まず，赤外線サーモグラフィ装置及び試験の特徴について述べ，赤外線サ
ーモグラフィ試験が製鉄所の効率的な設備保全に資する非破壊試験法として多くの好ま
しい特徴を有していることを示した。次に，一般的な赤外線サーモグラフィ試験の原理
と逆問題の分類について示した。最後に，本研究の課題で用いた赤外線サーモグラフィ
試験の原理と逆問題としての分類を示した。 
本研究の課題で用いた赤外線サーモグラフィ試験の原理と逆問題としての分類を
Table 2-1 にまとめて示し，各研究課題の詳細な検討内容は次章以降で述べる。 
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Table 2-1 Principle of infrared thermography technique and classification 
of inverse problem in this research. 
 Based on adiabatic
temperature field
measurement
Based on self‐heating Based on cavity radiation effect
The determination of the domain,  its
boundary, or an unknown inner boundary.
Chapter 3
Chapter 4, 5, 6 - -
Interference of the governing equation. - - -
Identification of boundary conditions and
or initial condition. - - -
Determination of the material properties
involved. - - -
Determination of the forces or inputs
acting in the domain. - - -
Not applicable - Chapter 7 -
Principles of Infrared Thermography Techniques.
Definition of inverse problem
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３.ガス配管の腐食減肉スクリーニング 
 
  
24 
 
3.1 緒言 
高度経済成長期に建設され，操業開始から数十年を経て現在も稼働を続けている製造
プラントは多い。主要な機器は定期的に補修や更新が行われるが，配管は工場建設時に 
設置されたまま継続使用されているケースがある。設置から時間を経た配管は，内外面
から腐食が進み，ガス漏れの原因となるなど，プラント停止のリスク因子の一つになっ
ている。一般に配管の健全性は，配管の肉厚を計測し，残厚を確認することによって担
保されている場合が多い。しかし，大規模な施設では配管長の合計が数十 km に及び，
その上，高所に設置されている配管も多く，超音波厚さ計など接触式の計測手法を用い
て全配管の健全性を評価するためには莫大な時間と費用が必要となる。 
ところで，医療の分野では事故や災害で多数の傷病者が発生した際に傷病者を重篤度
により分別し，救命の順序を定める「トリアージ」という手法が用いられ，限られた人
的物的資源の下で最大限の医療行為を行うのに成果をあげている。配管の場合でも，同
様にリスクの大きい配管から適切に補修できれば，プラント停止のリスク低減に大きな
効果をもたらすことが期待できる 3-1)。 
本章では，広い面を高速に非接触で試験できる特徴を有する赤外線サーモグラフィ試
験と点計測ではあるが定量性に優れる超音波厚さ試験を組み合わせ，比較的大口径の 
金属製のガス配管で効率的なスクリーニングを実現する手段を検討した。さらに，医療
分野のトリアージを参考にした補修の優先順位の分類，及び判定基準についても検討し 
た。 
 
3.2 減肉の原因と従来の試験手法における課題 
配管が噴破に至る原因の一つとして，長期間，配管内部に水を主成分とする堆積物が
蓄積された状態で運転されることによる，水溶液腐食が挙げられる。また，実際に噴破 
した配管を観察したところ，堆積物と内部流体の界面が接する壁面付近で特に腐食が進
行している事例も見受けられ，堆積物の界面付近で発生する減肉を把握しておく重要性
が伺われる。 
これらの知見から，配管内部に水を主成分とする堆積物が存在すれば，水溶液腐食が
発生している可能性があり，さらに，堆積物の界面の位置及びその付近の減肉分布を計
測できれば，補修の優先順位を決定する際に大きな助けとなることが期待できる。 
従来，配管の劣化診断として，目視点検や，超音波による厚さ測定が行なわれてきた。
しかし，目視による点検では，配管外面からの腐食の進行は評価できるが，内面からの
腐食は確認できず，また，超音波による厚さ測定は代表点の計測となるため，界面付近
で局所的に進行した内面腐食を見逃しやすいという問題があった。また，内部流体の圧
力が高い場合，減肉部から配管が噴破する危険性があり，点検作業が制限されるため，
従来の検査手法だけでは効率的なスクリーニングを実現できなかった。 
 
  
25 
 
3.3 配管におけるトリアージ 
医療分野におけるトリアージでは傷病者の重症度を客観的で簡素な複数の判定基準に
よって救命処置の優先順位を決定している 3-2)。配管の場合でも医療の分野を参考にして，
次に示す三段階に損傷の程度や緊急度を分類して表すことにした。 
①最優先補修群： 
直ちに補修を必要とする状態。 
②待機的補修群： 
直ちに補修をしなくても良いが，今後はより詳細に経過観察を要する状態。 
③保留群： 
次回の検査まで特に経過観察を要しない場合（健全部と同様）。 
プラントの稼働中に試験を実施できるように，補修の優先順位は，次の判定基準によ
って定めることにした。 
第Ⅰ段階： 
管内堆積物の存在の有無を赤外線サーモグラフィ装置によるパッシブ法で確認
する。堆積物が発見されれば，第Ⅱ段階に移行する。 
第Ⅱ段階： 
堆積物の界面付近で減肉が極度に進行し，「直ちに補修を要する肉厚」以下であ
るため噴破の危険性が高い配管を赤外線サーモグラフィ装置によるアクティブ法
で確認する。このとき，試験で使用する加熱条件は，検出すべき減肉を模擬した試
験片であらかじめ決めておく。 
減肉部位を検出した場合には噴破の危険があるため，超音波による厚さ計測は省
略し，①最優先補修群に分類する。①最優先補修群に属する減肉部位が検出されな
ければ第Ⅲ段階に移行する。 
第Ⅲ段階： 
堆積物の界面付近で②待機的保留群に属する減肉部位を，赤外線サーモグラフィ
装置によるアクティブ法で検出する。試験で使用する加熱条件は，あらかじめ試験
片によって決めておく。減肉部位が検出されれば，当該部位の肉厚を超音波厚さ計
によって定量化する。②待機的保留群に属する減肉が検出されなければ③保留群
に分類する。 
ところで，配管の周方向に複数の計測点を設定し，超音波厚さ計によって肉厚管理を
行う方法を一部の配管で既に導入している場合，維持管理データベースの継続性の観点
から，従来形式での記録を要請される場合がある。このとき，第Ⅲ段階を次の判定基準
に変更して対応する。 
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第Ⅲ段階： 
配管の周方向に設けた計測点の肉厚を超音波によって計測し，直ちに補修する必
要は無いが次回の検査までに経過観察が必要となる肉厚を下回る肉厚の計測点が
あれば②待機的補修群に分類し，それ以上であれば③保留群に分類する。 
この場合でも，第Ⅰ段階で腐食の原因となる堆積物の存在する配管を絞り込めること，
また，第Ⅱ段階で噴破の危険がある配管を事前に検知できることなど，従来の超音波厚
さ計による管理と比較すると効率的であり，また，作業者の安全も確保できる利点があ
る。 
次に，配管の補修の優先順位を決めるトリアージにおいて，第 I 段階の判定基準とし
て用いている，赤外線サーモグラフィ装置による堆積物の検出と減肉分布の測定法につ
いて述べる。 
 
3.4 堆積物の検出 
配管の内部ではガスと堆積物は上下に分かれて存在している。配管の鉄皮にガスが接
触している領域と堆積物が接触している領域では，接触している内部流体の熱容量が異
なる。そのため，配管の表面では，内部で接触している物質によって熱容量に分布が生
じているように見える。配管に与えられる熱負荷が変動すれば，それぞれの領域で熱的
応答が異なる。そのため，配管表面に生じた非定常温度分布を赤外線サーモグラフィ装
置で測定することによって，堆積物の界面の位置情報を取り出すことができる。配管に
与えられる熱負荷変動としては，次の二つが考えられる。 
・ 配管を流れるガスの流量，温度の変化に起因した，配管の内部から与えられる熱負
荷が変動する場合 
・ 太陽による赤外線放射エネルギーや気温変動等の外的環境の変化に起因した，配管
の外部から与えられる熱負荷が変動する場合 
ここでは，製鉄所に設置された副生ガス配管を対象とする場合に用いる熱負荷である
後者について，伝熱解析及び模擬ガス配管を用いた基礎実験を実施し，試験条件を検討
した。 
 
3.4.1 ＦＥＭによる伝熱解析 
配管内部の堆積物の有無によって，配管表面に温度分布が生じる条件を明らかにする
ため，有限要素解析を行なった。管の肉厚，管外面に与える熱流束を変化させ，その影
響を定性的に検討した。 
(1) 解析モデル及び解析条件 
堆積物の有無による温度差が最も大きくなる条件で，熱画像による界面の検出性を確
認するため，二次元定常熱伝導の条件で有限要素解析を行い，配管表面に生じる温度分
布を推定した。 
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有限要素解析モデルを Fig. 3-1，用いた物性値を Table 3-1 に示す。 
 
 
堆積物の主成分が水であることがあらかじめ確認されていたため，有限要素解析に用
いる物性値として水の物性値を用いた。有限要素解析では，管の外面から与える熱負荷
によって生じる空気と水の温度上昇は考慮しなかった。また，配管内壁と空気及び水と
の間で熱伝達を考慮したが，空気と水との間では熱伝達は考慮しなかった。 
有限要素解析では，平板の肉厚及び熱負荷として与えた熱流束をそれぞれ変化させ，
平板の表面温度分布を求めた。平板の肉厚は，試験対象とした配管の肉厚である 6 mm 
と 12 mm を用いた。また，熱流束は７月の晴天時の実測値である 800W/m2 と，同時期
の薄曇の天候を想定して晴天時の 1/4 の 200 W/m2 を採用した。平板の表面温度分布は，
離散データとして扱った。 
 
(2) 解析結果 
まず，熱流束が平板の表面温度分布に及ぼす影響について検討した。厚さ 6 mm の平
板において熱流束を 200 W/m2，800 W/m2 としたときの表面温度分布を Fig. 3-2 に示す。
Fig. 3-1 Numerical analysis model and boundary conditions. 
Table 3-1 Material constants used for numerical analysis. 
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Fig. 3-2 では，平板表面に加えられる熱流束の値が大きいほど堆積物の有無による温度差
が大きくなり，堆積物の検出が容易である。現場の知見として，堆積物の界面は配管側
面にあることが多く，熱画像を撮影する時間帯としては，太陽光が配管側面を照射する
朝方もしくは夕方が望ましいことを解析結果は示唆している。 
 
次に，配管の肉厚が表面温度分布に及ぼす影響について検討した。熱負荷として平板
に与えた熱流束が 800 W/m2 で一定のとき，平板の肉厚が 6 mm 及び 12 mm の場合にお
ける表面温度分布を Fig. 3-3 に示す。Fig. 3-3 では，平板の肉厚が薄いほど堆積物の有無
によって生じる温度差が大きく，検出が容易であることがわかる。しかし，平板の中央
部で空気と水の界面が存在するのにも関わらず，平板の熱伝導によって空気と水の界面
近傍で温度勾配が生じている。そのため，平板表面の温度を基準として，界面の位置を
定めることは困難であることがわかった。 
Fig. 3-2 Temperature distribution on the flat plate near the boundary 
between air and water computed by numerical 
analysis.(t=6mm, q=800, 200W/m2) 
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3.4.2 第一階差数列を用いたガスと堆積物の界面を推定する方法の提案 
これまで原油タンクの底部に堆積するワックスや無機固形分を主成分とするスラッジ
のレベル推定において，ある瞬間に撮影した熱画像から原油中の油分とスラッジの界面
の位置を推定することが行われてきた 3-3)。しかし，あくまで作業者が熱画像上で原油の
油分とスラッジの界面の位置を定めるため，その境界が不明瞭な場合，作業者によって
界面の位置の同定結果がばらつく可能性がある。 
そこで，作業者の主観を可能な限り取り除いた簡便な界面位置の決定手法として，熱
画像上に設定した直線上の温度数列に対して，その第一階差数列を計算し，その極小も
しくは極大となる点から推定する方法を提案した。また，提案した第一階差数列を評価
する方法を，有限要素解析，模擬ガス配管及び製鉄所の副生ガス配管を用いた実験によ
って評価し，有効性を確認した。 
(1) 有限要素解析結果による空気と水の界面推定方法の検証 
Fig. 3-4 に 3.4.1 (1) で算出した平板の表面温度分布から，第一階差数列を計算した結
果を示す。Fig. 3-4 ではすべての条件で，水と空気の界面の位置と第一階差数列の極小点
の位置が一致している。表面温度分布から第一階差数列を求めた結果は，表面温度分布
を微分する処理と同様の特徴を有しており，表面温度分布で温度変化が最も大きい水と
空気の界面で極小もしくは極大値を持つ。この関係を用いれば，熱画像においてガスと
堆積物の界面を横断する線上の温度分布を取得し，第一階差数列を計算することによっ
て，ガスと堆積物の界面を決定できる。 
Fig. 3-3 Temperature distribution on the flat plate near the boundary 
between air and water computed by numerical 
analysis.(t=6, 12mm, q=800W/m2) 
30 
 
 
(2) 模擬ガス配管を用いた実験による空気と水の界面推定方法の検証 
鋼製の模擬ガス配管(直径：300 mm，管軸方向長さ：1000 mm，厚さ：3.2 mm)内に，水
を底面から 60 mm の位置まで注入し，管内の堆積物を模擬した。熱画像は 10 時から 15 
時まで約 1 時間毎に，配管に対して下から斜め 45 °の角度で撮影した。Fig. 3-5 に実験
で得た熱画像の一例を示す。Fig. 3-5 (b) に熱画像，Fig. 3-5 (c) に Fig. 3-5 (b) の白色の点
線で示した線上の温度分布を示す。 
Fig. 3-4 Difference sequence distribution on the flat plate near the 
boundary between air and water from numerical analysis. 
D
iff
er
en
ce
 se
qu
en
ce
 v
al
ue
 (℃
) 
31 
 
 
また，Fig. 3-5 (c)の温度分布を用いて，第一階差数列を求めた結果を Fig. 3-5 (d)に示す。
Fig. 3-5 (d) では極小値の位置と空気と水の界面がよく一致している。しかし，配管は曲
面であるため，画像上の配管端部では放射率の角度依存性によって反射による外乱の影
響を受けやすく，空気と水の界面の左側にも極小値が存在する。そのため，空気と水の
界面を決定する際には，斜め 45 °だけでなく，角度を変えて撮影した複数枚の熱画像
に対して第一階差数列を求めた結果から，常に存在する極小値もしくは極大値の位置を
水と空気の界面として抽出する必要がある。 
(3) 副生ガス配管を測定した熱画像による副生ガスと水の界面推定方法の検証 
Fig. 3-6 に製鉄所で操業中の副生ガス配管で，副生ガスと堆積物の界面を抽出した事
例を示す。第一階差数列によって推定した副生ガスと堆積物の界面と比較するため，事
前に X 線撮影を行ったところ，直径φ1200 mm の配管において底面から 250 mm の位置
まで堆積物が存在していた。 
熱画像は配管側面に太陽が照射する 14 時頃に撮影した。模擬ガス配管の場合と同様
に，太陽光で加熱されている領域の中央部 A の第一階差数列を計算すると，底面から約
230 mm の位置に極小値が存在しており，X 線撮影で確認した副生ガスと堆積物の界面
の位置とほぼ一致する。この時，熱画像では生ガスと堆積物の界面が傾いているように
見えるため，新たに A の右にデータ処理線 B を設けて界面を推定し，両者を比較した。
Fig. 3-6(d) によれば，生ガスと堆積物の界面の位置は A，B ともほぼ同じ結果が得られ
た。熱画像では加熱領域の端部に近づくほど熱拡散の影響を受けている。そのため，ガ
Fig. 3-5 Estimation the boundary between water and air in the 
imitation gas pipe. 
(d) Difference sequence 
 distribution on the dotted line. 
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ス部と堆積物部との温度差は加熱領域の端部に近づくほど小さくなり，熱画像上では，
生ガスと堆積物の界面が傾いているように見える。この結果から，局所的に測定対象物
が加熱されている条件では熱画像のみで生ガスと堆積物の界面を判断することは危険で
あり，第一階差数列を計算して生ガスと堆積物の界面を推定する方法の有効性が確認で
きた。 
 
3.5 減肉分布の測定 
減肉を検出することを目的とした赤外線サーモグラフィ試験は，Spicer ら 3-4)が Time 
Resolving Infrared Radiometry 法(TRIR 法)として提案している。TRIR 法は,被測定物表面
に対して，持続時間の長い熱負荷，すなわちステップ加熱を行ったときの加熱過程にお
ける表面温度の時間変化をもとに，きずの有無だけでなく，深さを評価することができ
る。しかし，赤外線サーモグラフィ装置で表面温度の時間変化を測定している間は，試
験条件を一定に保ち続けなければならないという現場適用における課題がある。 
本章では，補修する配管の優先順位を決めるトリアージに用いることを目的に，TRIR
法より簡便に減肉分布が得られる試験方法として，被測定物表面の加熱中に測定した時
系列の熱画像データにおいて，画素毎に温度変化の相関係数を評価し，相関係数の分布
として著しく減肉している部位を抽出する方法を検討した。  
Fig. 3-6 Estimation the boundary between sludge and gas in 
the by-product gas pipe. 
(d) Difference sequence 
 distribution on the dotted line. 
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3.5.1 相関係数を用いた減肉分布計測の妥当性検討 
減肉欠陥を模擬した平底穴欠陥を有する試験片を用いて，相関係数の分布に基づく減
肉分布計測における課題とその対策について検討した。Fig. 3-7 に検討に用いた試験片
の仕様を示す。 
 
試験の際には試験片から約 0.2 m の位置に 2.3 kW のラインヒータを設置し熱負荷を
試験片に与えた。一般にキセノンフラッシュランプのような持続時間の短い瞬時熱負荷
を与える場合の加熱をパルス加熱，ハロゲンランプのような持続時間の長い熱負荷を与
える場合の加熱をステップ加熱と呼ぶ。本試験では，ラインヒータを加熱源とする約 20 
秒間のステップ加熱を行った。加熱中及び加熱後の熱画像は，赤外線サーモグラフィ装
置によって 5 frames / sec のフレームタイムで記録した。Fig. 3-8 にステップ加熱を開始
して 3 秒後の熱画像を示す。 
 
試験片中央にある平底穴欠陥が存在する部位においては，断熱効果によって周囲より
Fig. 3-7 Dimensions of specimen with flat bottom hole 
defects. 
Fig. 3-8 Thermal image at 3sec after step heating start. 
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温度の高い領域が生じ，減肉を検出できている。しかし，その上部には，矢印で示した
ようにラインヒータに起因する反射の影響が帯状に観察され，熱画像では見かけの温度
が高く計測されている。これは，被測定物表面を擬似黒体化処理しても，その部位の放
射率は完全に 1 にならない。そのため，ステップ加熱に用いるハロゲンヒータのフィラ
メントのように高温，かつ試験片温度がそれより著しく低い条件では，熱画像に熱負荷
源が映りこむためである。実験室での実験であれば，あらかじめ試験片の欠陥位置，サ
イズが既知であるため，これが外乱であることは，判断できる。しかし，これらの情報
が未知となる現場では，欠陥と外乱の区別は困難であると思われる。そこで，次に示す
ような信号処理を行った。Fig. 3-8 の熱画像における a～e 点の時系列温度変化を Fig. 3-
9 に示す。 
 
健全部である d，e 点の温度変化は，加熱開始から 1 秒未満の間に大きく表面温度が上
昇するが，その後の表面温度の時間変化は小さく一定となり，直線的に温度が上昇する
傾向がある。しかし，平底穴欠陥部である a，b，c 点では，表面温度の時間変化が一定
の傾きに収束するまで，加熱開始から緩やかに表面温度の時間変化が小さくなる傾向を
示している。 
また，平底穴欠陥部の a，b，c 点では，最も肉厚の薄い a 点で表面温度の時間変化が
一定の傾きに収束するまでの時間が最も長く，肉厚が厚くなる b 点，c 点の順に短くな
っている。 
この肉厚の違いによって生じる，ステップ加熱時の温度変化の違いを数値化するため，
健全部を 1 点選定し，他の画素との加熱過程における時系列温度変化の相関係数 r を求
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Fig. 3-9 Temperature change of specimen during step 
heating. 
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めた。相関係数 r の計算式を式（3-1）に示す。 
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ここで，xi は健全部の時系列温度変化，yi は各画素の時系列温度変化とする。また x  ，
y はそれぞれ xi ，yi の平均値を表す。相関係数 r は xi ，yi をそれぞれ平均が 0，分散
が 1 になるように正規化し，その共分散を求めることを意味している。反射の影響は温
度変化が正規化されることによって除かれる。 
ところで，式（3-1）には xiとして健全部の時系列温度変化を与える必要がある。一般
には，対象とする配管毎に減肉しやすい場所が経験的に予想できるため，容易に健全部
の時系列温度変化を与えることができる。 
Fig. 3-10 にステップ加熱中の 20 秒間の熱画像で，e 点の時系列温度変化を健全部の
時系列温度変化として与え，相関係数分布を求めた結果を示す。信号処理では，ステッ
プ加熱中に生じる緩やかな温度変化を用いるため，健全部でステップ的に温度が変化し
ている加熱開始前後と加熱終了前後の時間帯は除外した。Fig. 3-10 では試験片の中央部
に 3 箇所の平底穴欠陥が観察されており，左から右に厚さが薄くなるほど，相関係数が
小さくなっていることがわかる。Fig. 3-8 と Fig. 3-10 を比較すると，相関係数分布画像
では反射による外乱が著しく軽減されており，欠陥が鮮明に現れている。 
 
 
  
Fig. 3-10 Correlation coefficient image of the specimen. 
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3.5.2 実配管への適用 
実際のプラントに用いられている配管の減肉分布を評価した事例を Fig. 3-11 に示す。
 
計測部位には減肉があり，既に外部から補修されている。しかし，補修した領域が減
肉領域を全て覆えていない恐れがあったため，本手法を用いて評価した。試験に用いた
加熱源として，加熱領域の中央部の熱流束が最も大きく，周辺部は熱流束が小さくなる
傾向を持つハロゲンライトを用いた。熱画像を撮影する際には，測定面に付着した埃等
によって疑似黒体処理した場合と同様の効果が期待できるため，疑似黒体処理は施さな
かった。 
Fig. 3-11(b) に補修した領域を中心にしてハロゲンライトで加熱した時の熱画像を示
す。補修領域部の熱流束が最も大きいため，熱画像では，補修領域はその周囲と比較し
て見かけの表面温度が著しく高く測定される加熱むらが生じている。 
加熱むらの影響が外乱として熱画像に存在するため，Fig. 3-11(b)だけでは減肉による
微少な表面温度変化を捉えることは困難であった。 
加熱による温度変化が 5 ℃以上ある画素から Fig. 3-11(b)に矢印で示す点を健全部とし
て選定して相関係数処理した画像を Fig. 3-11(c)に示す。相関係数処理によって，時系列
温度変化が正規化されるため，ハロゲンライトによる加熱むらの影響は軽減されており，
補修領域の周囲に存在する減肉が疑われる領域を明瞭に認識できる。後日，超音波厚さ
計で肉厚を測定したところ，滑らかに肉厚が補修部に向けて減少していく様子が確認で
きた。この時，a 点の肉厚は，健全部の約 13 %，また，その左部の b 点の肉厚は，健全
部の約 45 %であった。今回提案した手法は時系列に計測した表面温度変化から減肉分布
を算出している。表面温度は配管内部の堆積物の有無によっても影響を受けるため，今
後，相関係数分布画像に及ぼす影響について検討する必要がある。 
Fig. 3-11 Estimation of thickness distribution of gas 
pipe.  
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3.6 結言 
プラントで用いられているガス配管の健全性を稼働中の設備においても効率的に確認
するため，赤外線サーモグラフィ装置と超音波厚さ計による試験結果を判定基準として
用いるトリアージの方法を提案した。また，判定基準のうち，赤外線サーモグラフィ装
置を用いた配管内の堆積物質の検出方法と，減肉分布の計測方法について試験条件や信 
号処理法などを検討した。配管内部の堆積物を検出する条件として，配管表面に与えら
れる熱流束の大きさと配管の肉厚がパラメータとなることを伝熱解析によって明らかに
した。次に，界面の推定方法として，温度変化の第一階差数列から極小もしくは極大点
を検出する手法が有効であることを明らかにした。さらに，実配管に適用し，実際の堆
積物に対しても有効であることが確認でき，非接触で短時間に広範囲の配管について堆
積物の有無を判定することが可能となった。減肉分布を得る手段として時系列に計測し
た熱画像の画素間で相関係数を計算する手法を考案した。試験片による基礎実験を行な
い，熱源の反射による外乱を大きく軽減でき，実際の減肉分布に近い相関係数分布画像
が得られることを確認した。また，本手法を実配管に適用し，実際の減肉に対しても有
効であることが確認できた。 
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４. 熱風炉における不定形耐火物厚さの測
定方法の提案 
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4.1 緒言 
近年，プラントの運用コストを低減するために，耐火物の余寿命を正確に把握する技
術の必要性及び重要性が再認識されている。本章では製鉄プラントの熱風炉の耐火物を
対象として，その損耗量を鉄皮の温度変化から簡便に推定する逆解析手法の確立を目的
とする。 
製鉄業では高温の溶鋼を取り扱う関係から大量の耐火物を消耗品として使用している。
そのため，従来から耐火物の損耗量を推定する，様々な原理に基づいた手法が検討され
てきている。 
耐火物の損耗量を測定する手法には，間接的に残存肉厚を推定する間接法と直接的に
残存肉厚を測定する直接法がある。間接法としては，耐火物に埋設した熱電対，赤外線
サーモグラフィ及び熱流計の利用による方法などがある。直接法としてはラジオアイソ
トープの利用，電位パルス法などが報告されている。 
最近では，レーザスキャナによって，溶鋼鍋や転炉の内張として用いている耐火物の
プロファイルを測定し，耐火物の損耗を把握する方法や，さらには，高炉を透過する宇
宙線ミュオンの強度分布を測定し，高炉内部の物質密度分布やレンガの損耗量を求める
方法も篠竹らによって検討されている 4-1)。 
耐火物の損耗量を推定する問題を逆問題として捉えると，熱伝導現象を利用した境界
形状同定問題の一つと考えられる。 
吉川らは，境界要素解析による伝熱解析と実験的回帰分析手法を組み合わせ，高炉に
使用されている耐火物の形状を推定する研究を行っている 4-2)。また，田中らは，境界要
素法とセルオートマトン法を組み合わせて，高炉の耐火物の浸食形状を推定する方法を
研究している 4-3)。 
しかし，これらの論文で紹介された方法は，耐火物の形状を同定するための収束計算
において，反復回数が多くなり，計算時間が長くなる場合や，初期値として未知数の存
在範囲を誤って与えたときには計算が収束しない場合があるなど，確立された簡便な手
法と言えるまでには至っていない。 
製鉄プラントで大量に耐火物を利用している大型の設備は高炉だけではない。高炉に
高温の空気を供給する熱風炉も，直径が 9m 以上，高さが 50m 以上と非常に大型であ
る。高炉は約 15 年毎に巻き替えと呼ばれる大規模な耐火物の改修工事が行われる。しか
し，熱風炉は約 30～45 年間毎にしか耐火物の巻き替えが行われないため，耐火物の予
寿命評価を確実に行う必要がある。 
熱風炉は高炉へ送る空気を予熱するための蓄熱式熱交換器である。その機能は次の動
作を周期的に繰り返すことにより実現されている。まず，燃料ガスを燃焼させて得た高
温の排ガスを，チェッカーレンガと呼ばれる穴の開いたレンガに通して，莫大な熱量を
一時的に蓄える。次に，燃焼を停止した後，高温になっているチェッカーレンガの穴に
空気を通して，高温の空気を製造する 4-4)。このように熱風炉では周期的に燃焼と送風が
繰り返されており，送風時には送風内圧が発生する一種の圧力容器でもある。 
製鉄用熱風炉は，複数の異なる種類の耐火物層によって鉄皮を保護する構造となって
いる 4-5)。鉄皮近傍の断熱層の構造の一例を Fig. 4-1 に示す。 
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鉄皮を保護する長期間使用された熱風炉では，耐火レンガ間の目地に隙間が発生する。
排ガスは炉の内壁面から鉄皮の近傍まで，その隙間を通って移動できるようになる。こ
のとき，構造部材である鉄皮を保護する目的で装備されている不定形耐火物が損耗して
いると，排ガスに含まれている NOx が鉄皮に接触すると考えられる。鉄皮の温度は排ガ
ス温度と比較して低いため，NOx が凝結して硝酸塩が生成される。その硝酸塩が鉄皮の
溶接影響部に接触すると，応力腐食割れ(SCC)の原因となる 4-6)。しかし，熱風炉は，操
業中だけでなく休風中でも炉内が常に高温に維持されているため，耐火物の損耗を把握
することは困難である。 
炉の内側からレンガの欠けや目地切れを観察することを目的として，1000°C の高温
環境でも使用できる CCD カメラが開発されている 4-7)。このとき，CCD カメラで確認で
きるのは表面的なレンガの損耗だけで，深さ方向の損耗範囲の評価は困難である。また，
外部から赤外線サーモグラフィ装置によって，鉄皮の温度分布を測定し，耐火物の損耗
を検出する方法は以前から検討されている 4-8)。しかしながら，耐火物の損耗量を推定し，
余寿命を簡便に評価できる手法にまでは至っていない。 
SCC が原因となる破裂事故の予防に目的を限定すれば，数十 mm の厚さを持つ鉄皮
の表面温度変化を測定して，それを保護している厚さ数十 mm の不定形耐火物の損耗を
把握する逆問題に帰着する。 
恩地ら 4-9)や井岡ら 4-10)によって，平板内面に周期的な温度変化が与えられるとき，外
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Fig. 4-1 Horizontal cross-sectional structure of heat 
insulating layer of hot blast stove. 
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面の温度変動を測定し，内面の温度変化を推定する逆解析手法が提案されている。この
とき，平板の両境界面における温度変化を既知として，その遅れ時間あるいは振幅の減
衰比から平板の厚さを求める逆問題を検討すれば，不定形耐火物の損耗量を把握する手
法として期待できる。 
本論文ではまず，数理解析によって，解の安定性など解の特性を調べ，耐火物厚さを
推定する逆問題解法を提案する。次に，実際の操業を模擬した境界条件で有限要素解析
を行い，鉄皮の温度変化を求め，その温度変化を入力とする逆解析を行う。さらに,その
結果から，耐火物厚さの推定誤差の傾向を把握し，誤差を補正する方法について検討す
る。 
 
4.2 問題の設定と順問題解法 
材質の異なる 2 枚の平板を隙間なく密着させた物を二層平板と定義する。本報では鉄
皮と不定形耐火物から構成される二層平板において，鉄皮の厚さが不変と仮定できると
きの不定形耐火物の厚さを推定する逆解析の手法を検討する。 
一般に逆問題の解析手法は，順問題に対する手法を基礎に，それを書き換えて適切化
処理を施したものとなっている。そのため，まず炉内の温度変化から観察面である鉄皮
の温度変化を求める順問題を検討する。次に，その結果を利用して，鉄皮外面における
熱伝導による遅れ時間及び温度振幅の減衰比から，耐火物の損耗を推定する逆解析の手
法について検討する。 
熱風炉の円筒部を解析の対象とする場合，厳密には鉄皮と不定形耐火物の二層から成
る中空円筒として取り扱うべきである。しかし，今回は円筒部の直径が約 9m以上の設備
を対象としていることからその曲率は非常に小さい。従って，対象を二層平板として近
似できるものとする。また，第一段階として平板の板厚に比べて十分大きい面積で不定
形耐火物が損耗し，均一に肉厚が薄くなっている場合について検討するので，すべて一
次元の熱伝導として取り扱うことができるものとする。 
二層平板は，材質が異なる二枚の平板を隙間なく密着させた構造と考えている。そこ
で，まず一層の平板について平板内面と外面の温度変化の関係を振幅減衰比と遅れ時間
によって表すことを考える。次に，その関係を用いて二層平板の場合に拡張する。 
 
4.2.1 平板の一次元非定常熱伝導問題 
（a）数理解析モデルと問題の設定 
平板の内面で温度変動があるとき，平板の外面における温度変動との関係を解析的に
調べる。なお，内面では周期的な温度変化が与えられ，熱伝達率は考慮しないものとす
る。 
（b）順問題の数理解析解 
温度 φ が時間 t と内面からの距離 h の関数として表されるとき φ(x, t)の支配方程式は α
を熱拡散率として，次式で表される。 
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        （ 4-1） 
ここで，密度 ρ (kg/m3)，定圧比熱 Cp (J/kg·K)及び熱伝導率λ (W/m·K)とすると熱拡
散率 α は次式で定義できる。 
pC⋅
=
ρ
λα         （4-2） 
表面 x=0 の温度変動が周期的に変動する場合を考える。熱風炉の操業は燃焼と送風の
時間が等しい場合を前提とする。また，燃焼と送風の合計時間を一周期とする。 
耐火物の損耗を評価する場合，通常の操業では一周期が数時間であることから長時間
の計測となる。そのため，実用化の際には，熱風炉の周囲に赤外線サーモグラフィ装置
を設置して，耐火物の損耗評価システムを構築することが望まれる。 
長時間の計測の間には，太陽光や風など様々な外乱の影響が熱画像に含まれることが
予想される。そこで，時系列の温度変化を周波数分析し，操業の周期と等しい周波数成
分に着目して耐火物の損耗を評価することを考える。操業の周期が Tp秒のとき，炉内温
度変化を周波数分析すると，その卓越周波数 f は 1/Tp となる。従って，炉内側表面の温
度が f (Hz)で正弦波状に変化している場合について検討する。このとき，x=0 で境界条件
となる温度変化は次式で与えられる。 
( ) )2sin(,0 0 ftAt πφ =  （4-3） 
ここに，A0は表面における温度変動の振幅，t は時間である。 
平板内の温度分布を与える解として次式の形を考える。 
cxbte +=φ  （4-4） 
ここに，b 及び c は定数である。この式を式（4-1）の支配方程式に代入し，式（4-3）
の境界条件を用いると，x=h の位置にある外表面の温度変動は，参照解１として式（4-5）
の形で与えられる。 
( ) )(2sin, 0 ttfRAth ∆−= πφ   （4-5） 
ここに，熱伝導によって振幅が減衰した比率を振幅減衰比 R，温度変化の遅れ時間を
Δt とする。R と Δt は，次式で表すことができる 4-10) 。 
α
πfh
eR
−
=         （ 4-6） 
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f
ht
απ2
=∆        （ 4-7） 
式（4-5）から，振幅減衰比 R，温度変化の遅れ時間 Δt によって平板の内外面の温度変
化の関係が表されることがわかる。ただし，ここで導出した R と Δt は，境界条件によっ
て変化する可能性がある。ここで，次式で表されるフーリエ数 Foを考える。 
2hC
T
F
p
p
o ρ
λ
=            （ 4-8） 
フーリエ数 Foを用いると式（4-6），（4-7）の R，Δt は，次の形で表される。  
oFeR
π
−
=  （4-9） 
op FT
t
π2
1
=
∆
 （4-10） 
熱風炉の外面温度を計測する際には，太陽光や風の影響など様々な外乱が予想される。
しかし，先に説明した周波数分析以外に，熱画像の計測を夜間に実施する，あるいは強
風時の熱画像は採用しない等の外乱低減対策も考えられる。このような外乱の少ない条
件で熱画像を取得することを前提とすれば，外面の境界条件は近似的に断熱条件が成立
するものと考えられる。 
そこで，平板の外面において断熱の条件を満足する参照解 2 を考えて，参照解 1 と比
較することにする。棚澤の解析結果 4-11)を参照すれば，Fig. 4-2 に示す厚さ 2h の平板の両
面に式（4-3）の温度変動を与えたとき，平板の中心温度を式（4-5）で表せるとすると，
遅れ時間 Δt は式（4-11）で得られる。 
 
h h 
Fig. 4-2 One-layered plane model employed for 
mathematical analysis. 
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







=∆ −
oo FFf
t ππ
π
tantanhtan
2
1 1  （4-11） 
このとき Δt/Tp は式（4-12）で表すことができる。 








=
∆ −
oop FFT
t ππ
π
tantanhtan
2
1 1  （4-12） 
また，振幅減衰比 R は，次式で与えられる。 
 
2
1
2sin2sinh2cos2cosh
1






+
=
oFoFoFoF
R
ππππ  （4-13） 
 
まず，周期 Tpで無次元化した熱伝導による遅れ時間 Δt/Tpについて，式（4-9）と式（4-
12）の解を比較する。その結果を Fig. 4-3 に示す。Foが小さいときには，式（4-9）と式
（4-12）の解はほぼ同様の結果が得られている。従って，Fo が小さいときは，外面が断
熱の境界条件のときでも，遅れ時間を求める簡便な近似式として式（4-9）を用いること
ができる。 
 
しかし，Foがおよそ１を超えると，式（4-12）の解は式（4-9）の解と一致しなくなる傾
向がある。Fo は無次元時間を表していることから，表面から発した温度波が内部に浸透
するとき，両表面から発した温度波が平板の中央で出会うまでは，温度波が式（4-9）の
場合と同様な経過をたどるためと考えられる 4-12)。 
次に振幅減衰比 R について，式（4-8）と式（4-13）の解を比較する。その結果を Fig. 
4-4 に示す。R はいずれも Foが大きくなると 1 に近づく傾向がある。しかし，式（4-13）
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Fig. 4-3 Relation between normalized time 
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の解は式（4-8）と比較して，R が早く 1 に漸近する。先に考察した熱伝導による遅れ時
間の場合と異なり，R が大きく変化する Foが 0.1 から 10 の範囲では，式（4-8）と式（4-
13）の解は一致しない。そのため，外面が断熱の境界条件のとき，振幅減衰比を求める
近似式として式（4-8）を使用できないことがわかった。 
 
4.2.2 二層における一次元非定常熱伝導 
(a) 数理解析モデルと問題の設定 
二層平板について，熱伝導による遅れ時間及び振幅減衰比を求める。不定形耐火物と構
造用鋼を模擬した，二層の異種材料から構成された解析モデルを Fig. 4-5 に示す。不定形
耐火物はレンガのような定形の規格品を積み上げるのではなく，現場で型枠を組み原料
を流し込んで硬化させる。そのため，B 面は隙間なく密着していると考えられる。各層
は左から順に i=1，2 の添え字をつけて区別する。A 面では熱伝達率は考慮しないものと
する。赤外線サーモグラフィ装置等によって温度変化を観察する面を C 面とする。C 面
では近似的に断熱条件が成立するものと考える。 
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Fig. 4-4 Relation between amplitude attenuation 
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(b) 二層平板における順問題解析 
層Ⅰ，Ⅱのそれぞれの平板における熱伝導の遅れ及び振幅の減衰比を求めた後，その
結果を連成して，二層平板を熱伝導する際に生じる遅れ時間及び振幅減衰比を求める。 
まず，層Ⅰを熱が伝導することによって生じる遅れ及び振幅減衰比を求める。Fig. 4-4 の
C 面は近似的に断熱境界と考えている。そのため，Fig. 4-6 に示す厚さ 2h2の平板の両面
に厚さ h1の平板がそれぞれ密着している 3層平板モデルにおいて，A 及び D 面に周期的
な温度変化を与えた時の層Ⅱの中心の温度変化は，Fig. 4-5 の A 面に周期的な温度変化
を与えた時の C 面の温度変化と等しくなる。 
 
 
このとき，棚沢の解析結果 4-11)によれば，Fig. 4-6 の B，C 面，すなわち Fig. 4-4 の B 面
の温度変化は次式で求められる。 
( )
( ) ( )
















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++−
tiF
i
F
i
eeCeCAt oo ϖ
π
β
π
αφ
11
0Im      （ 4-14） 
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Fig. 4-6 Three-layered plane model. 
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D = �(1 − 𝜎𝜎)𝑒𝑒−(1+𝑖𝑖)�𝜋𝜋𝐹𝐹𝑜𝑜 + (1 − 𝜎𝜎)𝑒𝑒−(1+𝑖𝑖)�𝜋𝜋𝐹𝐹𝑜𝑜�
+ �(1 − 𝜎𝜎)𝑒𝑒−2(1+𝑖𝑖)ℎ2ℎ1�𝛼𝛼1𝛼𝛼2∙ 𝜋𝜋𝐹𝐹𝑜𝑜+(1+𝑖𝑖)�𝜋𝜋𝐹𝐹𝑜𝑜 + (1 + 𝜎𝜎)𝑒𝑒−2(1+𝑖𝑖)ℎ2ℎ1�𝛼𝛼1𝛼𝛼2∙ 𝜋𝜋𝐹𝐹𝑜𝑜−(1+𝑖𝑖)�𝜋𝜋𝐹𝐹𝑜𝑜� 
111222
ρλρλσ pp cc=  
ただし，Im […]は括弧内の虚部を表す。式（4-14）は，Maxima 等の数式処理コードを用
いれば容易に計算できる。R1と Δt 1は，式（4-14）で算出した Fig. 4-4 の B 面の温度変化
を式（5）にフィッティングして求める。フィッティングは，行列演算コード Octave を
用いて，Levenberg-Marquardt 法によって行った。 
ここで，式（4-14）の温度変化から算出される熱伝導による遅れ時間 Δt1及び振幅減衰
比 R1 の特性を調べる。Fig. 4-5 の B 面の温度変化を求める際に用いた層Ⅰ，Ⅱそれぞれ
の材料定数を Tabel 1 に示す。なお，層Ⅰは不定形耐火物，層Ⅱは構造用鋼である。 
 
また，層Ⅱの厚さ h2は 0.02 m で固定とし，層Ⅰの厚さ h1を 0.02，0.04，0.06，0.08，
0.10 m と変化させた。 
高温のガスはレンガ間の目地を通過する間に温度が低下する。鉄皮の温度が数十から
200°C の範囲であることから，A 面に接触する気体の平均温度を 300°C と推定した。こ
のとき，片振幅で 100°C の変動があると仮定した。 
熱伝導による遅れ時間 Δt1及び振幅減衰比 R1の特性は，操業の周期 Tpが約 1.1 時間(212 
s)，約 2.3 時間(213 s)及び約 4.6 時間(214 s)の場合について検討した。  
式（4-14）の出力波形から算出された Δt1/Tpを Fig. 4-7 に示す。Δt1/Tp は，いずれの操
業周期においても，式（4-9）及び式（4-12）の解よりも大きい値となっている。このと
き，二層平板の B 面における Δt1/Tp と Fo１との関係は，操業周期が異なる場合でも，ほ
ぼ同一線上に整理できることがわかる。 
式（4-14）の出力波形から算出された R1を，Fig. 4-8 に示す。二層平板の層Ⅰにおける
Ⅰ Ⅱ
Thermal conductivity : λ W/(m・K) 0.92 60.5
Density : ρ kg/m3 2200 7850
Specific heat : C p J/(kg・K) 1109 434
Thermal diffusivity : a m2/s 3.7708E-07 1.77581E-05
Table 4-1 Material constants used for numerical analysis. 
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R1は，式（4-13）より式（4-8）の解に近い値をとる。Δt1/Tpの時と異なり，R1と Fo１の関
係は，周期 Tpの影響を受けやすいことがわかる。 
 
 
次に，層Ⅱにおける熱伝導による遅れ時間及び振幅減衰比を求める。 
Fig. 4-5 の A 面に正弦波状の温度変化を与えると，B 面では式（4-14）で算出できる熱
伝導による遅れと振幅の減衰を伴った正弦波状の温度変化が得られる。 
B 面の温度変化が既知で，C 面が断熱境界であるとき，そこで観察される熱伝導によ
る遅れ Δt2 は，式（4-11）の Δt 及び Fo を Δt2 及び Fo2 に置きなおした次式で与えられる。 
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     （ 4-15） 
なお，Fig. 4-3 に示したように，Foが 1より小さいときには，式（4-9）と式（4-12）か
ら求まる Δt/Tp の解が一致する範囲が存在する。解が一致する範囲であれば，式（9）の
Δt 及び Foを Δt2及び Fo2に置きなおした簡便な式（4-16）によって Δt2を求めても同様の
結果が得られる。 
2
2 2 o
p
F
T
t
π
=∆        （ 4-16） 
また，層Ⅱにおける振幅減衰比 R2 は，式（4-13）の R 及び Fo を R2 及び Fo2 に置きな
おして求められる。 
最後に，Fig. 4-5 に示す二層平板で，A 面から C 面まで熱伝導したときに発生する熱伝
導の遅れ及び振幅減衰の影響は，層 I 及びⅡについてそれぞれ検討した結果を連成すれ
ば求められる。C 面における遅れ時間 Δttotalは，層Ⅰと層Ⅱを熱が伝導する際に生ずる遅
れ時間の和となるため，次式で表される。 
21total ttt ∆+∆=∆        （ 4-17） 
また，C 面における振幅減衰比 Rtotal は，それぞれの層における振幅減衰比の積となる
ため，以下のように与えられる。 
21total RRR =                （ 4-18） 
 
4.3 逆問題解法 
前章で検討した二層平板における熱伝導による遅れ時間及び振幅減衰比の順問題解を
もとに，逆問題解となる h1を算出する方法をそれぞれ検討する。ここでは，遅れ時間か
ら h1を求める方法を熱伝導時間遅延法，振幅の減衰比から h1を求める方法を熱伝導振幅
減衰法として提案する。 
 
4.3.1 熱伝導時間遅延法 
 Fig. 4-5 に示す二層平板のモデルにおいて，C 面と A 面の温度変化，層Ⅰ，Ⅱの物性値
及び層Ⅱの厚さ h2が既知のときに層Ⅰの厚さ h1を求める逆問題を考える。 
B 面での遅れ時間 Δt1がわかれば，Fig. 4-7 の関係を用いて Δt1に対応する Foが求めら
れる。このとき，式（4-10）の h を h1 に置きなおして，h1 についてあらかじめ解いてお
き，熱拡散率と Fo１が既知であれば h1が求められる。 
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Fo１は，Δt1/Tp が定まれば，Fig. 4-7 の関係を用いて求められる。Fo１と Δt1/Tp の関係式
は，Fig. 4-7 から最小二乗近似して求めた。操業周期が 212，213，214 s のとき，Fo１と Δt1/Tp
の関係式はそれぞれ式（4-19），（4-20）及び（4-21）で与えられる。 
566.2
11 )/(0791.0
−∆= po TtF       （ 4-19） 
559.2
11 )/(0705.0
−∆= po TtF       （ 4-20） 
251.2
11 )/(0883.0
−∆= po TtF       （ 4-21） 
Δt1は式（4-17）を書き換えれば， 
2total1 ttt ∆−∆=∆        （ 4-22） 
で与えられる。このとき，Δt2は式（4-15）もしくは式（4-16）から算出できる。 
 
4.3.2 熱伝導振幅減衰法 
熱伝導時間遅延法のときと同様に，Fig. 4-5 の二層平板のモデルにおいて，C 面と A 面
の温度変化，層Ⅰ，Ⅱの物性値及び層Ⅱの厚さ h2が既知のときに層Ⅰの厚さ h1を求める
問題を考える。 
B 面における振幅減衰比 R1がわかれば，Fig. 4-8 の関係を用いて R1に対応する Foが求
められる。熱伝導時間遅延法のときと同様に，式（4-10）の h を h1 に置きなおして，h1
について解いておき，熱拡散率と Fo１が既知であれば h1 が求められる。Fo１は R1 が定ま
れば Fig. 4-8 の関係を用いて求められる。 
ところで逆問題では，提起された問題に対する解の存在，解の一意性，及び解の安定
性が保障されない，不適切性と呼ばれる困難がある 4-13)。不適切性によって解の安定性が
欠如し，測定値に含まれる計測誤差によって推定値の誤差が大きく拡大され，実用に耐
えられない結果となる場合がある。Fig. 4-8 によれば，R が 0 に近いとき Fo が大きく変
化するため，Fo の推定誤差が大きく拡大される可能性がある。そこで，逆解析における
適切化として Fig. 4-8 の 212，213，214 s の各周期における解の範囲を Fo１が 0.4 以上に限
定して最小二乗近似した。 
操業周期が 212，213，214 s のときの Fo１と R1 の関係式はそれぞれ式（4-23），（4-24），
（4-25）で与えられる。 
1875.6
1 3207.0
R
o eF =        （ 4-23） 
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19709.4
1 3754.0
R
o eF =        （ 4-24） 
13729.4
1 3816.0
R
o eF =        （ 4-25） 
R1は式（4-18）を R1について解けば， 
2total1 / RRR =        （ 4-26） 
で与えられる。このとき，R2は式（4-13）から算出できる。 
 
4.4 熱伝導時間遅延法と熱伝導振幅減衰法による厚さ推定の検証 
Fig. 4-5 のモデルを有限要素解析して得られた C 面の温度変化を，前章で検討した熱
伝導時間遅延法及び熱伝導振幅減衰法の入力値として与えて，厚さ h1を求める逆解析を
行った。実際の熱風炉での操業に近い入力を与えて，3 章で提案した数理解析による逆
解析方法の誤差の傾向を把握するため，有限要素解析は A 面及び C 面の境界条件のみ操
業時の環境に近い熱伝達率を与える境界条件とした。他のパラメータは 2.2 節で示した
数理解析と同様の条件とした。 
A 面は雰囲気温度として数理解析と同様の正弦波の温度変化を与え，熱伝達率は 50 
(W/(m2K))とした。C 面は雰囲気温度として 22°C，熱伝達率は 5 (W/(m2K))を与えた。 
4.4.1 熱伝導時間遅延法 
熱伝導時間遅延法によって推定した h1を Fig. 4-9 に示す。h1の推定は C 面の温度振幅
が約 3°C 以上の場合に行った。逆解析を試みた範囲では，操業周期 Tp が 212，213，214 s
のときに，それぞれ 0.02 から 0.06m，0.02 から 0.08m，0.02 から 0.10m の範囲で h1を推
定できている。また，Tpが変化しても h1の推定誤差の大きさにはあまり影響を与えてい
ない。 
熱伝導時間遅延法は，熱伝導によって生じた遅れ時間を入力値として用いる。これは，
A 面の雰囲気温度の正確な時系列温度変化が得られなくても，温度変化の開始や終了の
タイミングがわかれば，遅れ時間が算出できることを意味している。熱風炉では操業時
の温度データは熱電対の設置された場所でしか入手できない。従って，この特徴は本手
法を実際の設備に適用する際には大きなメリットとなる。ただし，h1 の推定値は，すべ
ての厚さでおよそ 0.01m 大きい値となった。これは，有限要素解析の際に A 面を熱伝達
率境界とした影響が大きいと思われる。h1 の値によって誤差が変わらないため，あらか
じめ h1のわかっている場所で補正値を求めておけば推定精度の改善が期待できる。 
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4.4.2 熱伝導振幅減衰法 
熱伝導振幅減衰法によって推定した h1を Fig. 4-10 に示す。熱伝導時間遅延法のときと
同様に，C 面の温度振幅が約 3°C 以上の場合に対して h1を推定することにした。 
逆解析を試みた範囲では，操業周期 Tpが 212，213，214 s のときに，それぞれ 0.02 から
0.06m，0.02 から 0.08m，0.02 から 0.10m の範囲で h1 を推定できている。しかし，推定
誤差は厚さによって異なる値となり，また Tp の変化によっても h1 の推定誤差が変化す
る傾向がある。 
熱伝導振幅減衰法では，A 面と C 面の温度変化の振幅を比較して求める振幅減衰比 R
を入力値としている。これは，熱電対等の温度センサによって A 面の温度変化が把握で
きる場所に適用が限定されることを意味している。熱風炉では耐火物の損耗が特定の部
位で発生すると限定できないため，本手法より熱伝導時間遅延法の適用が望ましいと思
われる。 
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4.5 結言 
耐火物を使用した設備における耐火物の余寿命を把握することを目的に，物質の熱伝
導によって生じる遅れ時間や振幅の減衰から厚さを同定する逆問題解析法を提案した。  
提案した逆解析の手法を評価するため，二層平板をモデルとする一次元の厚さ測定に
関する数値実験を行った．その結果，提案した熱伝導時間遅延法及び熱伝導振幅減衰法
のいずれも原理的には厚さを同定することが可能であった。しかし，対象が熱風炉の不
定形耐火物の場合には熱伝導時間遅延法の適用が適切であることがわかった。 
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Fig. 4-10 Relationship between measurement values of h1 and estimated 
by inverse analysis of h1 (Amplitude attenuation rate).  
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５. 実炉における不定形耐火物の厚さ測定 
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5.1 緒言 
第１章で述べたように，製鉄プラントにおいて熱風炉 5-1)は，高炉に熱風を供給する重
要な設備である。近年，長年の操業による熱風炉の老朽化に伴い，鉄皮に応力腐食割れ
(SCC)などに起因するき裂が発生し，高温ガスの漏えいに留まらず，熱風炉が破壊するケ
ースが出てきている。 
熱風炉での SCC 発生原因の一つとして，鉄皮を保護する不定形耐火物の損耗が考えら
れている。 
従来から熱風炉の鉄皮の健全性をモニタリングする手法として，アコースティック エ
ミッション（AE）法が検討されている 5-2), 5-3)。熱風炉では操業によって炉内の圧力が変
動する。この圧力変動によってき裂が進展する。このときに発生する AE を，鉄皮に複
数取り付けた AE センサによって検出し，亀裂の位置を特定している。 
また，溶接部亀裂検出センサを搭載した自走台車によって，熱風炉の鉄皮の溶接線に
発生したき裂を遠隔操作で検出する方法が開発されている 5-4)。き裂検出の方法は，TOFD
法による超音波探傷である。遠隔操作でセンサを取り付けた自走台車を走行させて，き
裂の高さ，長さを測定している。 
しかし，これらの論文で紹介された方法は，どちらも鉄皮にき裂が発生した後に有効
な手段であるため，鉄皮に SCC が発生する前に対策を検討したいという設備保全側のニ
ーズを満たしていない。また，後者は溶接線に発生したき裂の非破壊検査を効率的に実
施するための開発であり，時間的に連続性を持って鉄皮の健全性を監視したいというニ
ーズを満たすものではない。 
SCC は引張応力と腐食作用が同時に金属に加わるとき，応力値が金属の強度以下であ
っても金属に割れを発生させる現象である 5-4)。SCC が発生する前に検出するためには，
それを誘発させる因子の有無をモニタリングできれば良い。熱風炉への適用を前提とす
るとき，残留応力も含めて引張応力の有無を鉄皮全面にわたって測定することは，現実
的には困難である。従って，腐食の原因となる硝酸塩が生成されなければ SCC は発生し
ない 5-5)ことを利用して，鉄皮を保護している不定形耐火物の損耗量をモニタリングする
ことを考える。 
すなわち，不定形耐火物の損耗が進行すれば，鉄皮に直接，高温のガスが接触して硝
酸塩が生成されることが予想される。従って，高温のガスが不定形耐火物に直接接触し
ている場所で，その厚さを定量的に把握できれば，SCC の発生前にその対応策を検討す
るという目的を達成できる。 
さて，熱風炉では炉内側から鉄皮近傍の耐火物の損耗量を把握することは困難である
ため，従来から鉄皮の温度分布を赤外線サーモグラフィ装置で測定して，内部の耐火物
の損耗を評価する方法が用いられている 5-6)。 
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この手法を熱風炉に適用する場合，定期的に鉄皮の温度分布を測定し，新設時の熱画
像と比較して，新たに生じた局所的な高温部（ホットスポット）を探索することが望ま
しいが，次に示す課題がある。 
・新設時に鉄皮の温度分布が測定されていない熱風炉に適用する場合，熱画像の撮影を
始める以前の耐火物の損耗箇所は特定できない。 
・構造的に鉄皮の温度が高い部位と耐火物の損耗によって生じたホットスポットを区
別できない。 
・定量的な耐火物の損耗量把握が困難である。 
このように熱風炉に適用されている従来の赤外線サーモグラフィ試験には様々な課題
がある。しかし，非接触で二次元の熱画像が取得できるため，指示の見逃しが少ない等，
常時監視の手段として用いやすい利点を持っている。 
本章では，実際の操業によって生じる炉内の温度変化を熱負荷として用いることを前
提として，従来の赤外線サーモグラフィ試験の課題を改善した，遠隔監視/診断システム
のフィジビリティスタディを実施する。一般的には，既設の熱風炉で新設時の鉄皮の温
度分布データが存在することは少ない。そのため，まず，現在の熱風炉の熱画像から，
耐火物の損耗によって生じたホットスポットを選別する方法を検討する。次に，耐火物
の損耗によって生じたホットスポット部において，操業によって生じる鉄皮の温度変化
を入力データとして，不定形耐火物の厚さを推定する方法を検討する。 
前章においては，鉄皮と不定形耐火物を模擬した二層平板モデルを用いて，炉内の不
定形耐火物の表面に周期的な温度変化が与えられる場合に，不定形耐火物の厚さを推定
する手法を検討している。その際，熱伝導時間遅延法を提案し，炉内外の温度変化が既
知の場合について数値実験によってその有効性を確認している。 
熱伝導時間遅延法を実炉に適用するにあたり，まず，温度変化の測定値から操業状態
の変化による温度変化のみを取り出す方法について検討する。次に，操業状態の変化の
制御情報を基準に遅れ時間を求め，不定形耐火物の厚さを推定する手法を検討する。 
 
5.2 測定対象 
内燃式熱風炉の鉄皮を保護する不定形耐火物を対象として，その損耗を評価した。鉄
皮の表面は塗装されているが，長期間風雨にさらされた影響によって汚れが付着し，微
小な凹凸を有する状態であるため，赤外線放射率はほぼ 1.0 と考えてもよい。 
対象とした熱風炉の操業は一周期を 3 時間として,1.5 時間毎に蓄熱レンガを加熱する
燃焼と高炉に熱風を送る送風を切り替えている。このため，本推定法に好都合な周期的
温度変動が鉄皮の表面に現れる。 
熱画像を撮影した場所での，鉄皮及び不定形耐火物の厚さの設計値はそれぞれ 0.022 m
及び 0.05 m である。 
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5.3 測定方法 
5.3.1 鉄皮温度分布の測定 
熱風炉の周囲は CO ガスの漏えいの可能性が高いエリアである。そのため，熱風炉か
ら離れた場所に赤外線サーモグラフィ装置を設置して，鉄皮の温度分布を測定した。
Table 5-1 に計測に用いた赤外線サーモグラフィ装置の仕様を示す。 
 
実炉を測定する際には，表に示した赤外線サーモグラフィ装置のレンジ 2 を用いて，
5 分毎に熱画像を 37 枚撮影した。また，熱画像に含まれる外乱の影響を可能な限り小さ
くするため，測定面に太陽光が照射していない時間帯，かつ無風に近い条件を選定して
撮影した。 
 
5.3.2 損耗箇所の同定法 
熱画像の中に存在するホットスポットのうち，耐火物の損耗に起因するものを抽出す
る方法について検討する。Fig. 5-1 に熱風炉の可視画像と熱画像を示す。Fig. 5-1 (b) に示
す熱画像には熱風炉のくびれ下部に局所的な高温部が複数観察されている。ここにはア
ンカメタルと呼ばれる支持具が設置されているため，規則的にホットスポットが生じて
いる。この位置における代表点を a 点とする。 
また，b 点においてもホットスポットが観察されている。b 点は，耐火レンガに損耗が
発生し，不定形耐火物に高温のガスが接触していることが予想されている部位である。
c 点は，耐火レンガの損耗がなく，高温のガスが不定形耐火物に接触していない正常部と
考えられている部位である。 
a 点のように規則的にアンカメタルが設置されていれば，耐火物の損耗によって生じ
たホットスポットと区別できる。しかし，アンカメタルを不規則に設置する場合も考え
られるため，耐火物の損耗部位として誤検出しない信号処理を考える。 
 
Model number NEC san-ei TH9100MR
Spectral range 8～14μm
Detector type Uncooled microbolometer
Frame rate 60 Hz
Dynamic range 14 bit
Resolution 320×240
Standerd temperature
range
Range 1 : -20℃ to 100℃
Range 2 : 0℃ to 250℃
Accuracy +/-2℃
Table 5-1 Specification of the infrared camera employed for 
field test. 
61 
 
 
Fig. 5-1 の a，b 点と正常部である c 点で計測された温度変化を Fig. 5-2 に示す。Fig. 5-
2 によれば，耐火物の損耗が疑われる b 点は，アンカメタルが設置されている a 点と比
較して，操業による温度変化が大きい。また，a 点の鉄皮温度は正常部の c 点と比べて高
いが，温度変化は小さく，c 点とほぼ同じ傾向である。 
(a) Visible image 
(b) Thermal image 
+ Point a 
+ Point b + Point c 
(b)  
Fig. 5-1 Visible image and thermal image of the hot-blast stove. 
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アンカメタルが設置されている a 点の温度が c 点に比べて高いのは，次の理由による
と考えられる。Fig. 5-3 に熱風炉の鉄皮の内張として施工した不定形耐火物の構造を示す
5-7)。不定形耐火物を支持するために，アンカメタルと呼ばれる支持材が鉄皮に取り付け
られている。アンカメタルは金属であるため熱伝導性が良い。従って，アンカメタルが
取り付けられているところは，耐火物の厚さが局所的に薄くなっていると考えられる。
そのため，耐火物に損耗が無くても，鉄皮の温度が高くなる。 
 
ホットスポットの b 点で，操業状態の変化に伴う温度変化が観察できるのは，次の理
由によると思われる。熱風炉は，複数の異なる種類の耐火物層によって鉄皮を保護する
構造となっている 5-8)。長期間使用された熱風炉では，経年劣化によって耐火レンガ間の
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Fig. 5-3 Structure of refractory near the casing of hot-
blast stove. 
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目地に隙間が発生することがある。高温のガスは炉の内壁面から鉄皮を保護している不
定形耐火物まで，目地の隙間を通って移動できるようになる。このとき，高温のガスが
不定形耐火物に直接接触しているところが，鉄皮側から見た時にホットスポットとして
観察されると考えられる。このような部位では，熱風炉の操業が燃焼から送風に変化す
ると，不定形耐火物に対する熱負荷も変化する。そのため，鉄皮側でも操業状態の変化
に伴う温度変化が生じるものと考えられる。一方，操業に伴う温度変化が観察されない
正常部では，不定形耐火物に高温ガスが直接接触していないと考えられる。従って，高
温ガスに起因する SCC も発生しないと判断できる。 
これらの検討結果から，SCC が発生する恐れがある部位を抽出するためには，温度の
絶対値だけではなく，温度変動の大きさにも着目すればよいことがわかる。従って，本
研究では熱画像における局所的高温部だけでなく，温度振幅の大きい領域もホットスポ
ットに含めることにする。 
熱画像の画素毎に温度変動を取り出すため，時系列に撮影した一周期分の熱画像を利
用する信号処理を考える。Fig. 5-2 では，正常部である c 点において単調に減少する温度
変化が観察できる。これは，操業よりも長い周期で温度が変化しているため，操業周期
と同期した温度変化を評価する場合には外乱となる。この単調に減少する温度変化は一
次式で近似できる。また，鉄皮の温度を測定しているすべての画素に存在していると考
えられる。 
従って，画素毎に温度変化の測定値から一次の影響を除いた後に，温度の最大，最小
を求めてその差を算出する。画素毎の温度変化量を求めるため，時系列に撮影した熱画
像を順次読み込み，信号処理するソフトウェアを C++で作成した。信号処理結果を可視
化するツールとして，OpenDX を用いた。以降の説明では，温度振幅の二次元分布を温
度振幅画像と呼ぶ。 
耐火物の損耗によるホットスポットの抽出性を確認するため，Fig. 5-1 の視野で操業一
周期分撮影した熱画像から，温度振幅画像を作成した。その結果を Fig. 5-4 に示す。温度
振幅を可視化する際，耐火物の損耗箇所を明確に認識できるように，温度振幅の変化を
色の変化として表すだけでなく，温度振幅量を z 軸方向の起伏としても表示している。 
温度振幅画像では，Fig. 5-1 (b)の熱画像では複数観察されたアンカメタルによる影響が
低減されている。熱画像で局所的な高温部として検出されていた b 点も明瞭に検出でき
ている。また，温度振幅に着目することで，鉄皮がくびれているところから歩廊の下に
かけて b 点と比べて温度振幅は小さいが熱画像では確認できない d，e，f の 3 点のホッ
トスポットが新たに示されている。 
64 
 
 
 
 
5.3.3 熱伝導時間遅延法による耐火物厚さの推定 
前章で，熱風炉の不定形耐火物の厚さを逆解析する手法について検討し，熱伝導時間
遅延法の適用が適切であるとの結論を得ている。従って，ここでは熱伝導時間遅延法に
ついて説明する。 
 
Fig. 5-5 に示すように二枚の平板，層Ⅰ，Ⅱが隙間なく密着しているモデルを考える。
Fig. 5-5 に示すモデルを二層平板モデルと呼ぶ。層Ⅰ，Ⅱはそれぞれ不定形耐火物，鉄皮
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とする。各層は左から順に i=1，2 の添え字をつけて区別する。なお，対象とした熱風炉
は円筒部の直径が約 9 m であり，その曲率は非常に小さい。従って，二層平板モデルで
近似できるものとする。 
熱負荷が与えられる炉内側の A 面では熱伝達率は考慮しないものとする。また，温度
変化を観察する炉外側の面を C 面とする。 
熱画像を測定する際，測定面に太陽光による放射の影響が小さく，風の弱い時間帯を
選定している。そのため，C 面では近似的に断熱条件が成立するものと考える。層Ⅰ，
Ⅱの物性値を Table 5-2 に示す。 
 
層Ⅰの不定形耐火物に使用された素材の製造はすでに終了しており，また，実炉をボ
ーリングして，試験体を取り出すことも不可能であった。そのため，ここに示す不定形
耐火物の物性値としては，同等の特性を持っていると思われる後継製品のカタログ値を
用いている。 
層Ⅰの不定形耐火物の厚さ h1を求めるためには，層Ⅰを熱が伝導することによって生
じる遅れ時間Δt1が必要である。A及びC面の温度変化から算出される遅れ時間をΔttotal，
層Ⅱの遅れ時間を Δt2とすると Δt1は次式で与えられる。 
2total1 ttt ∆−∆=∆        （ 5-1） 
棚澤の解析結果 5-9)を参照すれば，Δt2は次の形で表される。 








=∆ −
22
1
2 tantanhtan2
1
oo FFf
t ππ
π
     （ 5-2） 
Δttotal及び Δt2が求まれば式（5-1）によって Δt1は算出できる。 
熱伝導時間遅延法では，操業周期で遅れ時間を除して無次元化した Δt/Tp とフーリエ数
Fo の関係を用いる。そのため，層Ⅰにおける Δt1/Tp と Fo1 の関係を調べる。炉内側の A
面の温度が f (Hz)で正弦波状に変化する場合，A 面の温度変化は次式で与えられる。 
Ⅰ Ⅱ
Thermal conductivity : λ W/(m・K) 0.92 60.5
Density : ρ kg/m3 2200 7850
Specific heat : C p J/(kg・K) 1109 434
Thermal diffusivity : a m2/s 3.7708E-07 1.77581E-05
Table 5-2 Material constants used for numerical analysis. 
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 ( ) )2sin(,0 0 ftAt πφ =        （ 5-3） 
このとき，B 面の温度変化は次の形で表される 5-9)。 
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D = �(1 − 𝜎𝜎)𝑒𝑒−(1+𝑖𝑖)�𝜋𝜋𝐹𝐹𝑜𝑜 + (1 − 𝜎𝜎)𝑒𝑒−(1+𝑖𝑖)�𝜋𝜋𝐹𝐹𝑜𝑜�
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111222 ρλρλσ pp cc=  
ただし，Im […]は括弧内の虚部を表す。 
式（5-4）は，Maxima 等の数式処理コードを用いれば容易に計算できる。 
h2が 0.022 m で一定で h1が 0.02，0.04，0.06，0.08 m と変化する場合について，B 面の
温度変化をそれぞれ算出する。 
Δt1は式（5-4）で算出した B 面の温度変化を， ( ) )(2sin, 0 ttfRAth ∆−= πφ  にフィッティ
ングして求める。フィッティングは，行列演算コード Octave を用いて，Levenberg-
Marquardt 法によって行った。 
Fig. 5-6 にこのときの Δt1/Tp と Fo1 の関係を示す。また，その関係を最小二乗近似して
求めた Δt1/Tpとの関係式を式（5-5）に示す。 
541.2
p1o1 )/(0698.0
−∆= TtF       （ 5-5） 
Fo1が求まれば，フーリエ数の定義式を変形した次の式によって h1が求められる。 
 
o1
p
1 FC
T
h
pρ
λ
=                    （5-6） 
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5.3.4 Δttotalの算出方法 
Fig. 5-2 の b 点における鉄皮温度の時間変化に代表されるように，耐火物の損耗が疑わ
れる部位では，熱風炉の操業状態の変化に伴う温度変化が観察される。しかし，操業状
態の変化に伴う温度変化以外にも，熱画像には様々な外乱の影響が含まれることが予想
される。そのため，温度変化の測定値を周波数分析して，操業の周期と等しい周波数成
分の温度変化を取り出した後に遅れ時間を求めることを考える。 
ここでは，熱風炉の操業周期 Tpと等しい 3 時間周期の温度変化の成分を，フーリエ変
換によって抽出した後，逆フーリエ変換によって温度の時間変化に戻し，遅れ時間 Δttotal
を求める信号処理について，実際の熱風炉で測定したホットスポットの温度変化データ
を用いて検証する。 
温度振幅画像で抽出されるホットスポットは，点ではなく，ある面積を持つ。そのた
め，温度変化データはホットスポットの領域の中で最も温度変化の大きい点を選定して
代表させることにする。Fig. 5-4 の温度振幅画像で検出されたホットスポット b，d，e，
f の 4 点のうち，耐火物の損耗が明らかな b 点の温度変化を用いて検討を進める。Fig. 5-
7 に b 点における鉄皮の時間変化と周波数解析結果を示す。 
Fig. 5-6 Relationship between Fourier number and normalized time delay. 
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測定対象の熱風炉では，Fig. 5-5 の A 面の温度変化を直接測定できない。そのため，C
面における遅れ時間 Δttotalは，燃焼と送風を切り替える時間を基準として求める。 
Fig. 5-7 の周波数解析によって得られた波形を確認すると，9865 s (約 164 分) から温度
が上昇に転じている。これは A 面に高温のガスが接触して，C 面の温度が上昇している
ことを表している。A 面に高温のガスが接触する場合として，次のふたつのケースが考
えられる。 
1) 燃焼サイクルが開始されたときに，高温の燃焼ガスが耐火レンガの目地間の隙間を
通って A 面に接触する。このときの遅れ時間を Δttotal1とする。 
2) 送風サイクルが開始されると，炉内の圧力が高まり目地間の隙間が大きく開く。そ
の隙間を通って高温となった空気が A 面に接触する。このときの遅れ時間を Δttotal2
とする。 
Fig. 5-7 から Δttotal1及び Δttotal2を求めると，それぞれ 8665 s，3265 s である。熱伝導時
間遅延法によって，両者の h1を求めると Δttotal1では 0.182 m，Δttotal2では 0.052 m となる。 
さて，逆解析では，二次情報を用いて解の存在範囲を狭める手法が用いられる 5-10)。二
次情報とは，解の上限，下限などの知見，経験などによる先験情報や物理的な制約条件
等の情報である。解の候補が二次情報を満足するような場合には，それが許容であると
呼ばれる。 
Δttotalを求める際の二次情報として不定形耐火物の厚さの設計値が 0.05 m であること，
また，b 点の h1は現在も設計値とほぼ等しいと予想されていることを利用する。Δttotal1か
 Fig. 5-7 Surface temperature history of the hot-blast stove (at Point b). 
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ら求めた h1は 0.182 m であり，施工時の誤差を考慮しても設計値の 0.05 m を大きく超え
ている。従って，Δttotal2が Δttotalの解として許容であると考えられる。 
計測対象の熱風炉では，熱伝導による遅れ時間 Δttotalを算出する条件として，前述した
2)のケースが該当し，熱伝導による遅れ時間 Δttotalを算出する際には，直近の送風を開始
した時間から，鉄皮の温度が減少から増加に転ずる時間を減じた後，その絶対値を求め
れば良い。 
また，熱伝導時間遅延法で求めた h1は補正前の値でも十分な精度が得られている。従っ
て，本章では前章で検討した h1のオフセット誤差の補正は行わないものとする。 
 
5.4 実炉における不定形耐火物の厚さ推定結果 
5.3 節で信号処理の検討に用いた Fig. 5-1 の測定対象領域に加えて，さらに別測定対象
領域についても不定形耐火物の損耗を評価する。 
5.4.1 損耗箇所の同定 
鉄皮の可視画像と熱画像を Fig. 5-8 に示す。Fig. 5-1 に対応する温度振幅画像は既に Fig. 
5-4 に示されている。従って，本節では Fig. 5-8 の視野を一周期分撮影した熱画像から温
度振幅画像を求める。 
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可視画像及び熱画像の視野の下部を横切るパイプは，測定位置と熱風炉の間に横切っ
ている配管である。しかしながら，熱風炉の鉄皮からは，10 m 以上離れており，熱画像
の視野の下方を横切るパイプからの赤外線放射エネルギーは熱風炉の鉄皮の温度には影
響を与えない。 
5.3.1 に示す方法で，5 分毎に熱画像を一周期分，3 時間撮影した。このときの温度振
幅画像を Fig. 5-9 に示す。Fig. 5-9 の温度振幅画像から g，h，i の 3 点のホットスポット
が抽出できた。いずれの点も熱画像では不明瞭であるが，温度変化量に着目することで
ホットスポットが強調できている。 
Fig. 5-1 の視野内に生じているホットスポットは，既に Fig. 5-4 の温度振幅画像に示さ
れており，b，d，e，f の 4 点である。 
Fig. 5-8 Visible image and thermal image of the hot-blast 
stove. 
(a) Visible image 
(b) Thermal image 
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5.4.2 熱伝導時間遅延法 
Fig. 5-4 及び Fig. 5-9 で検出されたホットスポットを対象に，逆解析を試みる。ところ
で，熱伝導現象を表す拡散方程式のもとでは，温度変動が生じている部分から離れると
急速にその影響は減衰する。不定形耐火物の厚さの推定は，Fig. 5-5 に示した温度変動が
生じている A 面から，不定形耐火物と鉄皮の厚みだけ離れた C 面で観察される，減衰し
た温度変動の測定値から求める遅れ時間を一次情報とする逆問題と考えられる。 
このとき，一次情報に含まれている誤差が著しく拡大されて，推定結果に悪い影響を
及ぼすことがある 5-10)。そのため，温度振幅画像で抽出されたホットスポットのうち，鉄
皮の温度変化がおよそ 5℃以上のものを解析対象とし，それ以外は継続的に温度変化量
を観察する要監視対象に分類することにした。 
7 点のホットスポットのうち，操業によって生じた鉄皮の温度変化がおよそ 5℃以上の
ものは Fig. 5-4 の b 点，Fig. 5-9 の g 点のみであった。従って，ここでは，この 2 点のホ
ットスポット部を逆解析の対象とする。ところで，b 点の不定形耐火物の厚さ h1 は既に
3.4 節で求められている。従って本節では，g 点における h1の導出について説明する。 
Fig. 5-10 に g 点における鉄皮の時間変化と周波数解析結果を示す。熱風炉の操業周期
Tp と等しい 3 時間周期の温度変化の成分をフーリエ変換によって抽出した。 
Fig. 5-10 の周波数解析結果から燃焼と送風を切り替える時間を基準として Δttotal を求
める。周波数解析で得られた波形では，10209 s (約 170 分) から温度が上昇に転じてい
る。これは Fig. 5-5 に示すモデルの A 面に高温空気が接触して，C 面の温度が上昇して
いることを表している。 
直近の送風開始時間は 7200 s なので，Δttotalは次のように求められる。 
Fig. 5-9 Example of the temperature amplitude image of the 
hot-blast stove. 
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s3009102097200total =−=∆t       （ 5-7） 
熱伝導時間遅延法によって，h1を求めると 0.047 m となった。Table 5-3 に 3.4 節で求め
た b 点の h1 とともに g 点の h1 を示す。この逆解析結果は，設計値である 0.05 m と近い
値が得られており，高温の空気が不定形耐火物に接触していることを示している。しか
し，b，g 点ともに不定形耐火物が機能しており，すぐに鉄皮に腐食環境が発生する状況
ではないことがわかった。 
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 Fig. 5-10 Surface temperature history of the hot-blast stove 
(at Point g). 
Point b 3265 0.052
Point g 3009 0.047
Time delay
Δt  (s)
Estimated thickness
h 1 (m)
Table 5-3 Time delayΔt1 and estimated thickness h1   
analysis 
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5.5 結言 
常設された赤外線サーモグラフィ装置によって熱風炉の鉄皮温度を常時取得して耐火
物の損耗を評価する遠隔監視/診断システムのフィジビリティスタディとして，熱風炉の
操業時に発生する炉内の温度変化を熱負荷として鉄皮を保護する不定形耐火物の損耗把
握を試みた。まず，提案した温度振幅画像によって不定形耐火物の損耗が疑われるホッ
トスポットの位置を抽出できることを確認した。次に，鉄皮の温度変化の測定値から操
業状態の変化による情報のみを抽出し，燃焼と送風を切り替える時間を基準として，遅
れ時間 Δttotal が算出できることを確認した。最後に，算出した遅れ時間 Δttotal を用いてホ
ットスポットの位置における不定形耐火物の厚さを熱伝導時間遅延法で推定した。 
その結果，不定形耐火物の厚さを実用上十分な精度で推定できていることが確認でき
た。 
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6.1 緒言 
国内への設備投資が抑制されているなか，これからも老朽化した既存の設備を維持・管理
し，可能な限り操業を続けていくことが望まれている。プラントなどの設備を効率的に維
持・管理するためには，故障率曲線（バスタブ曲線）の故障率が一定の低いレベルに保
たれる偶発故障期を長く維持し，操業時間の経過とともに故障率が増加する摩耗故障期
に至る時期を可能な限り遅らせることが望ましい。そのためには，操業中に発生する故
障を未然に防止する，予防保全を適切に行う必要がある。限られた設備保全の予算の中
で，予防保全を適切に実施するためには，一定周期で定期的に補修する時間基準保全
（Time Based Maintenance，TBM）よりも，設備の劣化傾向を管理し，故障の前兆を察知
してから補修する状態基準保全（Condition Based Maintenance，CBM）の適用が望ましい
と考えられる。CBM を適用するためには，故障の発生メカニズムを理解し，故障の前兆
を検出する手段が研究されていなければならない 6-1)。そのため，熟練した設備保全技術
者の技術やノウハウが重要となる保全方法でもある。 
しかし，熟練した設備保全技術者は 2007 年から定年によって順次退職しており，今後，
現在と同レベルの設備保全が実施困難な状況が発生すると予想されている。そのため，
人材不足や技量低下を補う対策として IoT の活用が積極的に検討されている 6-2)。IoT の
活用事例の一つとして，操業している設備を 24 時間，種々のセンサで監視する常時監視
システムがある 6-3)。 
 著者らは，製鉄所の熱風炉を対象として，耐火物の健全性を評価する常時監視システ
ムのフィジビリティスタディを実施している。常時監視システムのセンサとして，近年
になって比較的安価に入手可能となったネットワーク接続型赤外線カメラの採用を計画
している。また，耐火物の厚さを推定する際に用いる測定値として,熱伝導の遅れ時間及
び温度変化の振幅の減衰を利用することを検討している。 
4 章では熱風炉の耐火物の損耗量を推定する情報として，熱伝導の遅れ時間及び温度
変化の振幅の減衰を用いる２種類の熱伝導逆問題を検討した。その結果，一次元の熱伝
導状態が成立する条件では，熱伝導の遅れ時間から不定形耐火物の損耗を同定する，熱
伝導時間遅延法が有効であることを数値シミュレーションにより確認した。 
5 章では，実際の熱風炉を対象に，操業 1 周期分の鉄皮の温度変化を測定し，不定形
耐火物の損耗を同定することを試みた。撮影した熱画像には，操業状態の変化に伴う鉄
皮の温度変化以外にも様々な外乱の影響が含まれる。そのため，操業状態の変化に伴う
温度変化を抽出する信号処理方法を検討した。検討した信号処理方法によって熱伝導の
遅れ時間を求め，熱伝導の遅れ時間に対して逆解析を施し，3 章で提案した熱伝導時間
遅延法で不定形耐火物の厚さが導出できることを確認した。 
ところで，5 章で行った実炉を対象にした試験では，不定形耐火物の損耗量が異なる
条件の熱画像データが取得できなかった。そのため，不定形耐火物の種々の厚さに対し
ての逆解析の誤差については，十分な検討ができなかった。 
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そこで，本章では不定形耐火物と鋼板からなる小型の二層平板試験片を用いた実験と
有限要素解析によって，不定形耐火物の厚さを様々に変えた場合の逆解析による厚さ推
定の誤差について実験的に検討する。 
まず，不定形耐火物の厚さが異なる 4 種類の二層平板の試験体を用い，ハロゲンヒー
タを加熱源として熱伝導に起因する遅れ時間を求める実験を行い，熱伝導に起因する遅
れ時間を入力値として不定形耐火物の厚さを逆解析する。逆解析で得られる結果と，不
定形耐火物厚さの実測値を比較することで，不定形耐火物厚さに関する誤差の発生傾向
を調べた。 
次に，実験で得た加熱面の温度変化を境界条件として与えて，一次元及び軸対称の二
層平板モデルに対して有限要素解析を行った。有限要素解析で得られた観察面の温度変
化を逆解析して不定形耐火物の厚さを推定し，実験で逆解析して求めた不定形耐火物厚
さと比較して，不定形耐火物厚さの誤差に及ぼす影響因子を明らかにした。その結果を
通じて，熱風炉の不定形耐火物の損耗評価手法としての熱伝導時間遅延法の適用性を確
認した。 
 
6.2 熱伝導時間遅延法による耐火物厚さの推定 
熱風炉の不定形耐火物の厚さを逆解析する手法として提案した，熱伝導時間遅延法に
ついて簡単に説明する。 
 
 
Fig. 6-1 に示す二枚の平板，層Ⅰ，Ⅱが隙間なく密着しているモデルを考える。Fig. 6-
1 に示したモデルを二層平板モデルと呼ぶ。本実験の場合には，層Ⅰ，Ⅱはそれぞれ不定
形耐火物，鋼板とした。不定形耐火物は，レンガのような定形の規格品ではなく，水で
溶いた原料を型に流し込み，硬化させて用いる耐火物である。各層は左から順に i=1，2
の添え字をつけて区別する。 
熱負荷が与えられる A 面の温度は式（6-1）に示すように正弦波状に f Hz で周期的に
変化する場合を考える。 
h1 h2 
 Fig. 6-1 Two-layered plane model.  
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 ( ) )2sin(,0 0 ftAt πφ =        （ 6-1） 
ここに，A0は温度変化の振幅，t は時間である。 
実験は，一定温度に保たれた実験室内で行う。そのため，温度変化を観察する C 面は断熱
条件が満足されているとしても良い。このとき，h1，h2の長さ，層Ⅰ，Ⅱの密度 ρ，定圧比
熱 Cp，熱伝導率 λ などの熱物性値及び正弦波の 1周期の時間 Tpが与えられれば，棚沢の
解析結果 6-4)を用いて B 面の温度変化が算出できる。計算した B 面の温度変化は式（6-
2）にフィッティングできる。 
( ) )(2sin, 101 ttfRAth ∆−= πφ       （ 6-2） 
ここに，R は B 面における温度振幅の減衰比，Δt1は層Ⅰを熱伝導する際に生じる時間遅
れである。 
このとき,層Ⅰのフーリエ数 Fo1は式（6-3）により表すことができる。 
2
1
p
1o
11
1
C h
T
F
p ρ
λ
=        （ 6-3 ） 
h1 を一定とし，h2 を変化させたときの B 面の温度変化から Δt1 を求めれば，Δt1/Tp と
Fo1の関係は次式で与えられる。 
BTtAF )/( p1o1 ∆=        （ 6-4） 
ここに，A，B は Δt1/Tpと Fo1の関係を最小二乗近似して求める係数である。 
Fo1 が得られれば，フーリエ数の定義式（6-3）をもとに，次のように h1 を求めること
ができる。 
o1
p
1 FC
T
h
pρ
λ
=        （ 6-5） 
温度変化を観察する面は C 面であるため，観測値として与えられるのは層Ⅰ及び層Ⅱ
を熱伝導して生じる遅れ時間 Δttotal である。層Ⅱの遅れ時間を Δt2 とすると Δt1 は次式で
与えられる。 
2total1 ttt ∆−∆=∆        （ 6-6） 
このとき，棚澤の解析結果 6-4)によれば，Δt2は次の形で表される。 








=∆ −
22
1
2 tantanhtan2
1
oo FFf
t ππ
π
     （ 6-7 ） 
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ここに，Fo2は層Ⅱにおけるフーリエ数である。 
従って，Tp，Δttotal 及び Δt2 が与えられ，層Ⅰ，Ⅱの熱物性値が既知であれば，式（6-4），
（6-5）から h1が算出できる。 
 
6.3 試験片及び実験方法 
6.3.1 二層平板試験片 
実験で用いた二層平板試験片を，Fig. 6-2 に示す。不定形耐火物はⅠ，鋼板はⅡで示し
ている。二層平板試験片は，100mm×100mm×5mm の鋼板の片面に不定形耐火物を密着
させたものである。本試験片は不定形耐火物の厚さ h1を，4.4，7.8，11.6 及び 16.8 mm の
4 種類に変えて製作した。不定形耐火物及び鋼板の熱物性値を，Table 6-1 に示す。なお，
試験片に用いた不定形耐火物は，水で溶いた原料を鋼板上に流し込み，硬化させている。
そのため，鋼板と不定形耐火物は隙間なく密着している。 
A 面は不定形耐火物の表面である。熱伝導時間遅延法は，熱伝導の遅れ時間を評価す
るため，温度の絶対値の誤差は逆解析の誤差要因とならないこと，不定形耐火物の表面
は金属光沢面と比較して，放射率が高いことから，A 面を黒体と仮定した。試験片の C
面は金属光沢を有するため，つや消し黒色塗料を塗布し，黒体の放射率に近づけた。 
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Fig. 6-2 Two-layered plate specimen. 
Ⅱ:Steel plate 
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6.3.2 実験方法 
Fig. 6-3 に実験での二層平板試験体，ハロゲンポイントヒータ及び赤外線サーモグラフ
ィ装置の配置を示す。筐体に組み込まれた楕円面鏡で，加熱対象物に光と熱を集中させ
るハロゲンポイントヒータによって A 面を加熱した。 
ハロゲンポイントヒータとしては，自身の筐体先端から 15 mm 離れた位置で最も集光
される仕様のものを用いた。最も集光される位置での集光範囲は直径 5mm の円状であっ
た。ハロゲンポイントヒータの電圧は，最高で 24 V とし，A 面の最大温度がおよそ 120℃
となるように負荷電圧を調整した。 
実験では，熱風炉の操業を模擬するため，ハロゲンポイントヒータに通電して不定形
耐火物の表面を加熱する「加熱過程」と加熱過程と同じ時間だけ加熱を中断して自然冷
却する「冷却過程」を与え，これを 1 周期とした。実験の際には，加熱・冷却過程を 4回
繰り返した。このときの，試験片の A面における温度変化の一例は後出の Fig. 6-14 に示
されている。A 面を加熱する時間は，60，120 及び 240 s の 3 条件とした。また，実験時
の室温は約 17 ℃であった。 
A 面及び C 面の表面温度は，2 台の赤外線サーモグラフィ装置で測定した。実験に用
Ⅰ Ⅱ
Thermal conductivity : λ W/(m・K) 0.92 60.5
Density : ρ kg/m3 2200 7850
Specific heat : C p J/(kg・K) 1109 434
Thermal diffusivity : a m2/s 3.7708E-07 1.77581E-05
Table 6-1 Material constants used for numerical analysis. 
15mm 
IR 
IR 
Two-layered plate specimen 
Transformer 
Halogen point 
heater 
IR Camera 2 
IR Camera 1 
Fig. 6-3 Illustration of experimental setup. 
Ⅰ: Refractory 
Ⅱ: Steel plate 
Surface C 
Surface A 
Mirror 
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いた赤外線サーモグラフィ装置の仕様を Table 6-2 に示す。C 面と比べて温度変化が大き
い A 面の表面温度は赤外線サーモグラフィ装置 2 を用いて，比較的温度変化の小さい C
面の表面温度は赤外線サーモグラフィ装置 1 を用いて，それぞれ測定を行った。試験片
の A 面における温度変化の代表値として，加熱領域中央の温度変化を用いた。また，C
面における温度変化の代表値は A 面の代表値を採用した点の正反対となる位置の温度変
化を用いた。 
 
熱画像の記録周期は，赤外線サーモグラフィ装置 1 は 0.5 s 毎，赤外線サーモグラフィ
装置 2 は 1 s 毎とした。 
h1 を求める際に必要な，Δt1/Tp と Fo1 の関係を，Fig. 6-4 に示す。鋼板の厚さ h2 は 5 mm で
一定とし，耐火物の厚さ h1 を 5，10，15 及び 20 mm と変化させた場合の，Δt1/Tp と Fo1の関
係をプロットしている。Δt1/Tpと Fo1の関係は，加熱・冷却過程の 1周期が 120，240 及び 480 
s の 3 条件について調べた。 
1 周期が 120，240 及び 480 s のとき，Fo１と Δt1/Tp の関係式は，Fig. 4 にプロットした
点を最小二乗近似すると式（6-7），（6-8）及び（6-9）で与えられる。 
467.2
11 )/(0889.0
−
∆= po TtF       （ 6-7） 
633.2
11 )/(0738.0
−∆= po TtF       （6-8） 
626.2
11 )/(0652.0
−∆= po TtF       （ 6-9） 
Table 6-2 Specifications of infrared cameras.  
Camera No. 1 2
Model FLIR SC7500
NEC Avio
Infrared
Technologies
 R300
Spectral range 1.5 ～ 5.1μm 8～14μm
Detector type
Indium
Antimonide
 (InSb)
Uncooled
microbolometer
Frame rate Max 380Hz Max 60 Hz
Resolution 320×256 320×240
MRTD - 0.05℃（at30℃）
NETD < 25mK -
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6.3.3 遅れ時間 Δttotalの算出方法 
試験片の C 面における温度変化の測定例を，Fig. 6-5 に示す。実験条件は，加熱・冷却
過程の 1 周期が 480 s，不定形耐火物の厚さ h1は 16.8 mm である。C 面は，A 面の加熱，
冷却に応じて温度変化している。また，実験開始から徐々に温度が上昇する傾向がある
が，時間の経過とともにその度合いは小さくなっている。逆解析では，温度上昇の傾向
が最も小さい 4 周期目に相当する時刻 1440 秒から 480 秒間の温度変化を切り出して用
いた。 
 
Fig. 6-4 Relation between Fourier number 
and normalized time delay. 
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Fig. 6-5 Temperature history on the surface C 
obtained by the experiment. 
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1 周期分の C 面の温度変化を，Fig. 6-6 に示す。Fig. 6-6 に示した C 面の温度変化には，
時間経過とともに試験体の温度が上昇する傾向が若干残っている。そのため，始点と終
点の温度が一致していない。そこで，始点と終点を結ぶ直線を求め，始点と終点の温度
及び勾配が 0 となるように温度変化を補正した。補正後の C 面の温度変化を，Fig. 7 に
示す。 
 
熱伝導時間遅延法では測定面の温度が，正弦波状に変化することを前提としている。
そのため，C 面の温度変化データに対して周波数分析を行い，一次の成分，すなわち 1 周
期が 480 s の成分を，平均値を 0℃として抽出した。Fig. 6-7 に示した，C 面の温度変化
に対して周波数分析して得られた結果を，Fig. 6-8 に示す。 
Fig. 6-6 One cycle temperature history on the 
surface C in the experimental data. 
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Fig.6-7 One cycle temperature history on the surface C 
after correction. 
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Fig. 6-8 では，実験における加熱開始時刻が 0 秒となっている。したがって，Δttotal は
Fig. 6-8 に示す正弦波の位相遅れに相当する時間として求められる。 
6.3.4 実験結果 
二層平板試験片の不定形耐火物厚さ h1を，熱伝導時間遅延法によって，求めた結果を，
Fig. 6-9 に示す。 
 
縦軸は逆解析によって求めた不定形耐火物の推定厚さ，横軸は不定形耐火物厚さの実
測値を示す。Fig. 6-9 では，逆解析によって求めた h1 が，実測値と比較して小さく推定
Fig. 6-8 Temperature history on the surface 
C after frequency analysis. 
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される傾向がある。加熱・冷却周期毎に h1の大きさを平均すると，実測値に対しておよ
そ 78～90%となっている。 
 
6.4 有限要素解析を用いた不定形耐火物厚さの誤差に及ぼす影響因子の検証 
実験で明らかになった不定形耐火物厚さの誤差に及ぼす影響因子を，有限要素解析を
用いて調べる。本章では，不定形耐火物の厚さを実験と同様の 4 条件とした一次元及び軸対
称の二層平板モデルに，実験で得た A 面の温度変化を境界条件として与え，有限要素解析し
て C面の温度変化を求める。さらに，有限要素解析で得られた C面の温度変化を逆解析して，
実験結果と比較し，不定形耐火物厚さの誤差に及ぼす影響因子を明らかにする。 
まず，面外に加えて面内方向の熱伝導が生じる軸対称の二層平板モデルを対象として，
実験を模擬する有限要素解析を行う。有限要素解析で得られた C 面の温度変化を逆解析
して，実験結果と比較し，面内の熱伝導を考慮した場合における不定形耐火物厚さの誤
差に及ぼす影響因子を明らかにする。 
次に，面外方向のみに熱伝導がある場合，すなわち一次元の二層平板モデルを対象と
して有限要素解析を行い，軸対称の場合と同様に不定形耐火物厚さの誤差を明らかにす
る。 
6.4.1 解析対象及び解析条件 
面内の熱伝導を考慮する場合の有限要素解析では，面内熱伝導の影響を検討すること
ができる最もシンプルな解析モデルとして，Fig. 6-10 に示すような軸対称の二層平板モ
デルを用いた。A 面のハッチングで示す範囲をハロゲンポイントヒータで加熱する面，
C 面を熱伝導によって生じる温度変化を観察する面とした。鋼板の厚さ h2は 5 mm で一定
とし，不定形耐火物の厚さ h1を 4.4，7.8，11.6 及び 16.8 mm の 4 条件とした。 
境界条件としては，ハッチング部に実験で得られた A 面の温度変化を与えた。加熱エ
リアの直径は有限要素解析を試行し，C 面で比較的実験に近い温度変化が得られた φ20 
mm を選定した。A 面のハッチング以外の部分と C 面は熱伝達境界とし，室温を 17℃，
熱伝達率を 50 W/m2･K と設定した。モデルの側面は断熱条件が満足されているものとし
た。初期温度は室温と同じ 17℃とした。C 面の温度変化は円盤の中心の温度変化で代表
させた。 
86 
 
 
面外方向のみの一次元熱伝導が生じる場合の有限要素解析では，一次元熱伝導の解析
モデルとして，Fig. 6-11 を用いた。このとき，A 面をハロゲンポイントヒータで加熱す
る面，C 面を熱伝導によって生じる温度変化を観察する面とした。境界条件として実験
で得られた温度変化を A 面に与えた。C 面は断熱境界とした。初期温度は室温と同じ
17℃とした。鋼板の厚さ h2は 5 mm で一定とし，耐火物の厚さ h1は 4.4，7.8，11.6 及び 16.8 
mm の 4 条件とした。 
Fig. 6-10 Axisymmetric two-layered plane model. 
φ 120 mm 
 
φ 20 mm 
Surface A 
Surface B 
Surface C 
Ⅰ: Refractory 
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Heating area h1:4.4, 7.8, 11.6, 16.8mm 
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87 
 
 
有限要素解析においては，面内熱伝導を考慮する場合，及び一次元熱伝導が成立する
場合のいずれにおいても，加熱・冷却過程を 1 周期とし，実験と同様に周期 120，240 及
び 480 s の 3 条件について 4 周期分の C 面の温度変化を算出した。 
6.4.2 数値解析結果 
Fig. 6-12 に，軸対称二層平板モデルで求めた C 面の温度変化に対して逆解析を施し，
不定形耐火物厚さを求めた結果を示す。縦軸は逆解析で求めた不定形耐火物の推定厚さ，
横軸は不定形耐火物厚さの実測値である。逆解析で求めた推定値は実測値より小さいこ
とがわかる。加熱・冷却周期毎に h1の大きさを平均すると，実測値に対して 78～86%の
値が推定できている。これは，Fig. 6-9 に示した実験で得られた不定形耐火物厚さの推定
結果とほぼ同様の傾向を示している。このことから，面内方向の熱伝導の考慮が必要な
条件では，耐火物の厚さが小さく推定される傾向があることが確認できた。 
 熱風炉に適用する場合，面外に加えて面内方向の熱伝導が生じる条件は，耐火物の損
傷が軽微で，損傷範囲が狭い初期段階である。本誤差は，耐火物の損耗を若干大きめに
評価する誤差であり，実用上は問題にはならないと考えられる。 
h1 h2 
 Fig. 6-11 Two-layered plane model.  
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次に，一次元の二層平板モデルを有限要素解析して求めた C 面の温度変化に対して逆
解析を施し，不定形耐火物厚さを求めた結果を，Fig. 13 に示す。縦軸は逆解析で求めた
不定形耐火物の推定厚さ，横軸は不定形耐火物厚さの実測値である。 
Fig. 6-13 によれば，h1 は実測値より，逆解析で求めた値が若干大きくなっている。加
熱・冷却周期毎に h1の大きさを平均すると，実測値に対して，およそ 117～118%の値が
得られている。次章では，この誤差の原因についてさらに検討する。 
 
 
Fig. 6-12 Relationship between measurement values of h1 and 
estimated by inverse analysis of h1 
(Multidimensional conduction heat transfer 
analysis). 
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Fig. 6-13 Relationship between measurement values of h1 
and estimated by inverse analysis of h1 (One 
dimensional heat transfer analysis). 
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6.5 加熱面の温度変化の違いによる逆解析の誤差 
前節に示した Fig. 6-13 において，逆解析で求めた h1が実測値より若干大きくなった原
因について検討する。 
熱伝導時間遅延法は一次元の熱伝導が仮定できる場合に，加熱及び測定面の温度が，
正弦波状に変化することを前提にしている。しかし，加熱面の温度変化はハロゲンポイ
ントヒータの ON，OFF で与えたため，正弦波状の温度変化にはならない。そこで，加熱
面の温度変化が正弦波状でないときに生じる不定形耐火物厚さの推定誤差について検討
する。 
 Fig. 6-5 の実験で取得した試験片の A 面における温度変化を，Fig. 6-14 に示す。 
 
実験では，ハロゲンポイントヒータの ON，OFF で熱風炉の操業における加熱・冷却
過程を模擬したため，A 面は鋸歯状の温度変化となっている。 
6.3.3 に示した方法で，4 周期目に相当する時刻 1440 秒から 480 秒間の温度変化を切
り出し，周波数分析した。その結果を，それぞれ Fig. 6-15 及び Fig. 6-16 に示す。周波数
分析によって，加熱・冷却周期が 480 s の成分，すなわち 1次の成分を，平均値を 0℃と
して抽出した。Fig. 6-16 では A 面の加熱開始時刻の 0 秒で正弦波の位相が 0 ではなく，
若干遅れが生じていることが確認できる。 
Fig. 6-14 Temperature history on the surface A 
obtained by the experiment. 
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そこで，Fig. 6-13 のデータに対して，A 面及び C 面の遅れ時間の差分を求めて逆解析
し直した結果を，Fig. 6-17 に示す。縦軸は逆解析で求めた不定形耐火物の推定厚さ，横
軸は不定形耐火物厚さの実測値である。A 面と C 面の遅れ時間の差分で逆解析した場合
には，ほぼ実測値と一致する結果が得られている。 
この結果から，加熱面の温度変化が正弦波状でない場合，逆解析における誤差要因と
なることがわかった。 
Fig. 6-15 One cycle temperature history on the 
surface A in the experimental data. 
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Fig. 6-16 Temperature history on the surface A 
after frequency analysis. 
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熱風炉の鉄皮は多層構造の耐火物で保護されている。逆解析の対象とする不定形耐火
物は多層構造の最外周にある耐火物である。このため，多層構造の内面側で鋸歯状の温
度変動波形であっても，最外殻の不定形耐火物まで熱が伝導する間に，高次の周波数成
分の多くが減衰し，一次の成分すなわち，加熱・冷却過程を正弦波状の温度変化として
表すことができる状態に近づくことが 5章の実験データから予想できる。 
そのため，加熱面の温度変化に起因する誤差は，ハロゲンポイントヒータを加熱源と
する本報で実施した実験固有の誤差であり，熱風炉の不定形耐火物の損耗評価に適用し
た場合には，生じないと考えられる。 
6.6 結言 
熱伝導時間遅延法による逆解析の誤差の有無及びその影響因子を，二層平板試験片に
よる実験と有限要素解析によって検討した。 
まず，二層平板試験片を用いてハロゲンポイントヒータを加熱源とする実験を行い，
実測値より小さく不定形耐火物厚さが推定される傾向があることわかった。 
次に，面内及び面外方向の熱伝導が生じる条件で有限要素解析を行い，有限要素解析
で得られた温度変化を逆解析して不定形耐火物厚さを求め，実験結果と比較した。その
結果，面内方向の熱伝導が生じる条件で,実験と同様の傾向が生じ，このとき実測値より
小さく推定される誤差が生じることがわかった。また，面外方向，すなわち一次元熱伝
導の条件で，実測値より大きく不定形耐火物厚さが推定されることもわかった。 
そのため，一次元熱伝導の条件で不定形耐火物厚さが大きく実測値より推定される原
因を調べた。加熱面の温度変化を周波数分析し検討した結果，加熱面が正弦波状の温度
変化と異なる場合に誤差が生じることがわかった。 
本章で明らかになった誤差は,熱風炉の不定形耐火物を対象とする場合には無視でき
る誤差であり，提案した熱伝導時間遅延法が有効であることが確認できた。  
Fig. 6-17 Relationship between measurement values of h1 
and estimated by inverse analysis of h1 (One 
dimensional heat transfer analysis). 
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７. 天井クレーン等の鋼構造物に対する疲
労き裂対策工法の迅速な施工評価 
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7.1 緒言 
近年，社会インフラや産業インフラの維持管理において，疲労き裂対策の重要性が認
識されている。鋼構造物に疲労き裂が発見されると，き裂の発生部位，き裂の長さ，対
策目的（応急対策，恒久対策）などから総合的に判断して，適用する疲労き裂対策工法
が選定される。一般に疲労き裂対策工法は次の四種に大別される 7-1)。 
(1) 応力拡大係数範囲の低減 
(2) 作用応力の低減 
(3) き裂近傍の構造変更 
(4) き裂の除去 
これらの疲労き裂の補修・補強工法は，鋼構造物の疲労き裂対策の重要性が認識され
るに伴い，(1)に限定しても様々な新技術 7-2)-7-5)が提案され，実用化されている。しかし，
現時点では疲労き裂対策工法を開発した技術者側からの技術検討や施工報告が多く，非
破壊試験技術者の第三者的視点からなされた施工品質の評価に関する報告は少ないよう
に思われる。 
一般に，溶接構造物では溶接の施工品質に起因する事故を予防するために，非破壊検
査が大きな役割を果たしている。このとき，非破壊試験技術者は溶接技術の品質確保・
向上活動に役立つ溶接検査情報を取得し，溶接技術者はこの情報を活用して品質活動を
前進させ，溶接品質の確保に役立てている 7-6)。 
疲労き裂対策工法の場合も溶接の場合と同様に考えると，非破壊試験技術者が適切な非
破壊検査を計画・実施し，施工技術者に役立つ試験情報を提供できれば，施工品質の確
保に大いに貢献することが期待できる。また，このことによって，各工法の普及にも弾
みがつくと思われる。 
本研究では，応力拡大係数範囲の低減によってき裂進展を停留，あるいはき裂進展速
度を抑制する工法の中で，施工が容易である特徴を有する微細粒ペーストを用いた工法
に着目した。微細粒ペースト工法の効果は，試験機によるラボ試験では，一定繰返し数
ΔN の間にき裂が進展した量 Δa を測定し，Δa/ΔN として求めたき裂進展速度の変化を
経過観察することで確認できる。しかし，現場では，厳密に試験条件を管理できないた
めにき裂進展速度を簡便には求められず，一定期間に進展するき裂長さの変化を確認す
るにも比較的長い時間を要するという課題がある。 
そこで，本章では，微細粒ペースト工法の施工品質を現場で確認するための非破壊試
験方法の開発を目的として，まず，き裂先端近傍の代表点における変動応力低減を熱弾
性応力測定によって評価する方法を検討する。次に，熱弾性応力測定で得られたき裂先
端近傍の一次元温度分布から応力拡大係数範囲 ΔK を求めて，疲労き裂の進展性を評価
する方法を検討する。 
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7.2 微細粒ペーストによる疲労き裂進展抑制技術の概要 
微細粒ペーストは，高硬度かつ微細粒であるアルミナとアルミナをき裂内に輸送する
ための役割を果たすオイルを混合したペースト状の物質である 7-3)。一般に疲労き裂の進
展速度は，応力拡大係数範囲 ΔK に支配されている。そのため，ΔK を小さくすれば，き
裂の進展速度は減少する。微細粒ペーストによって，き裂進展速度が減少する理由は，
既往の文献に実験結果がまとめられているとおり 7-4) ，くさび効果 7-7)-7-9)で説明できる。 
き裂を有する鋼構造に荷重を負荷するとき，き裂の開口量は微細粒ペーストの施工前
後で同じであるため，応力拡大係数 K の上限値は変化しない。しかし，荷重を除荷した
とき，アルミナ粒子がき裂内部に侵入していれば，き裂の閉口が妨げられる。き裂が完
全に閉口しないときは，き裂が完全に閉口したときよりも，応力拡大係数は大きい。そ
のため，応力拡大係数の下限値は大きくなる。従って，き裂内部にアルミナ粒子が侵入
すれば ΔK を小さくする効果が生じる。 
実験に用いた微細粒ペーストはき裂表面に塗布した際のき裂内への浸透性とき裂の進展
速度遅延効果を両立させるよう特に開発されたものである 7-4)。なお，ラボ試験では，本
微細粒ペーストによって，き裂進展速度が約 1/10に低下することが確認されている 7-4)。 
 
7.3 疲労き裂進展抑制効果の検証試験 
7.3.1 試験片 
 疲労き裂を進展させる試験片として小型引張り(Compact tension，CT)試験片を使用し
た。試験片の概略を Fig. 7-1 に示す。試験片の材質は SS 400 である。微細粒ペースト
のき裂内部への侵入が試験片の厚み方向でばらつく可能性もあると考え、板厚 t は一般
的な 12.5 mm に加えて、さらに薄い 2 mm の試験片を準備した。 
赤外線サーモグラフィ装置で観察する試験片表面には，反射防止のための黒体塗装
を施した。 
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7.3.2 微細粒ペースト 
実際の構造物に微細粒ペーストを適用する際には，き裂の開口量が小さい場合から，
大きい場合までを考慮する必要がある。このような条件下では，異なる粒径のアルミナ
粒子を混合し、粒径に分布を持たせることが，き裂進展抑制効果の発現に有利に働く場
合がある 7-4)と予想されているので，試験では平均粒径 0.6 μm の Type a と，平均粒径 0.6 
μm と 39 μm を 2 : 1の重量比で混合したType bの二種類の微細粒ペーストを使用した。 
微細粒ペーストを疲労き裂内部に侵入させるため，CT 試験片のノッチ部に微細粒ペー
ストを充填させた。このとき，ノッチ部から微細粒ペーストが流出することを防止する
ため，ノッチ部を覆うようにマスキングテープを貼付した。 
 
7.3.3 疲労試験 
疲労試験は電気油圧サーボ式疲労試験機を使用して，荷重比 R=0.05 の荷重制御（正弦
波），繰返し速度 f=11 Hz で行った。なお，疲労試験前に予備実験を実施して，CT 試験
片の切欠き先端から 4 mm の予き裂を導入している。疲労試験の開始時には応力拡大係
数範囲 ΔK=19 MPa･m1/2 となるよう，荷重振幅を設定した。 
Fig. 7-1 Geometry of CT specimen.  
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7.3.4 き裂先端近傍の応力状態の測定方法 
赤外線サーモグラフィ装置では，試験体の表面から放出される赤外線放射エネルギー
を計測し，これを温度に換算することによって，試験体表面の温度分布を可視化してい
る。赤外線温度計測技術を応用して，試験体表面の応力変化の分布を可視化する熱弾性
応力測定法がある。 
まず，熱弾性応力測定法の原理について簡単に説明する。気体を断熱的に圧縮すると
温度が上昇し，断熱的に膨張させると温度が下降する。このような温度変化は、弾性変
形下であれば固体においても同様に発生するため，試験体に負荷される応力変化に応じ
て温度変化が生じる．この現象は熱弾性効果と呼ばれ，Kelvin7-10), 7-11)によって定式化さ
れている。 
 試験体を等方均一な線形弾性体と仮定できるとき，熱弾性効果による温度変化 ΔT は
次式で表される． 
σ∆−=∆ kTT         (7-1) 
ここに，k は熱弾性係数，T は試験体の絶対温度，Δσ は主応力和の変化量である．この
とき，熱弾性係数 k は次式で与えられる。 
pC
k
ρ
α
=           (7-2) 
ここに，Cp は試験体の定圧比熱，α は線膨張係数，ρ は密度である。従って，赤外線サ
ーモグラフィ試験によって熱弾性効果による温度変化 ΔT が与えられれば，試験体の主
応力和の変化量 Δσ は次式で求められる。 
kT
T∆
−=∆σ          (7-3) 
赤外線計測には，FLIR 社製の InSb 素子搭載の赤外線サーモグラフィ装置（NETD 値
20mK）を用い，フレームタイムは 157 Hz とした。 
応力解析では試験片の絶対温度 T は 301.1 K とした。CT 試験片の材料物性値は密度
ρ=7900 kg/m3，試験体の定圧比熱 Cp =473 J/(kg･K)，線膨張係数α =11.7×10-6 K-1とし
た。 
また，疲労試験の際のき裂先端近傍における応力変化は，微細粒ペーストを使用する
前，及び微細粒ペーストを塗布してから繰返し数 3500 回まで，500 回毎に測定した。 
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7.4 き裂の進展評価方法 
7.4.1 き裂先端近傍の代表点における変動応力を用いたき裂進展速度遅延効果の簡易評
価 
き裂内部に微細粒ペーストが侵入すると，ΔK は小さくなる。このとき，き裂先端近傍
の応力幅は小さくなっているため，熱弾性効果による温度変化 ΔT も減少している。本
節では熱弾性効果に起因した温度変化が減少する過程を測定して，き裂進展速度遅延効
果を評価する方法を検討する。 
まず，き裂先端近傍の温度変化の測定について説明する。赤外線サーモグラフィ装置
で測定した，CT 試験片の切欠きから進展したき裂先端近傍の赤外線画像の一例を，Fig. 
7-2 に示す。Fig. 7-2 の視野では，右中央部の赤色線は切欠きの先端で，その上下の白色
線には CT 試験片を疲労試験機に取り付ける治具である。また，き裂先端近傍には，熱
弾性効果による温度変化が観察できる。 
 
Fig.7-2 Field-of-view (FOV) of the IR camera. (FOV of IR 
camera is indicated with the red rectangle in lower 
figure.) 
Fixing jig of CT specimen 
Fixing jig of CT specimen 
Temperature measurement area 
Notch 
Crack 
Fixing jig of CT specimen 
Notch 
CT specimen 
3mm 
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き裂先端近傍の温度変化は，Fig. 7-2 に青枠で示した評価領域の平均値で評価した。評
価領域は 1.5 mm×1.5 mm の正方形であり，実験では評価領域の位置をき裂先端から 1.5
～4.5 mm の距離において,き裂先端近傍の温度変化を S/N比良く測定できる最適な位置
を検討した。 
赤外線サーモグラフィ装置によっては温度値ではなく，赤外線放射エネルギーを A/D
変換した値であるデジタルレベル(Digital Level，DL)値を出力する機能を持つ機種がある。
DL 値は赤外線サーモグラフィ装置が温度校正されていなくても出力され，温度の変化
する範囲が十分に小さければ，その範囲内では DL 値と温度は近似的に線形関係にある
と考えてよい。従って，簡易評価では直接，熱弾性効果による温度変化 ΔT を評価するの
ではなく，DL 値の変化幅を評価することにした。 
次に，DL 値の変化幅の算出方法について説明する。Fig. 7-3 に，疲労試験時における
評価領域で得られた，平均 DL 値の時間変化を示す。Fig. 3 は，縦軸が DL 値，横軸が赤
外線画像のフレーム数である。DL 値の変化幅は，連続する DL 値の最大値及び最小値を
それぞれ 10 点ずつ取り出して平均した後に，それぞれの平均値の差分として求めた。 
 
ペースト塗布前の DL 値の変化幅と塗布後の DL 値の変化幅との比 EDL を次式で定義
する。 
paste without amplitude Stress
paste with amplitude Stress
DL =E       (7-4) 
ここに、Stress amplitude with paste は疲労試験開始後の応力変化幅に対応した DL 値の変
化幅，Stress amplitude without paste は疲労試験開始時の応力変化幅に対応した DL 値の
変化幅である。 
EDLは，疲労試験開始前後の温度変化幅の比に等しく、また、疲労試験開始前後の応力
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Fig.7-3 An example of the waveform of infrared signal in 
digital level measured near crack tip.  
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変化幅の比にも等しいと考えられる。そこで，代表点における変動応力の減衰は，式 (7-
4)で求めた EDLで評価する。 
 
7.4.2 応力拡大係数範囲によるき裂進展速度遅延効果の詳細評価 
破壊力学パラメータを用いる詳細評価の方法として，き裂先端近傍の温度分布から，
応力拡大係数範囲 ΔK を求めて，その ΔK の減少量から微細粒ペーストのき裂進展速度
遅延効果を評価する方法を検討する。 
まず，き裂先端からリガメント上における温度変化の分布を導出する．疲労試験機に
よって，周期的に荷重を CT 試験片に負荷するので，最大荷重時と最小荷重時の温度分
布を求め，同じ画素の温度差 ΔT を求める。Fig. 7-4 に温度変化の分布を測定した画素の
位置を白線で示す．白線上の温度分布は，白線上の各画素及びその周囲 8 画素を平均し
て求めた。 
 
次に主応力和の変化量 Δσ の分布を求める。Δσ は最大荷重時と最大荷重時の温度差 ΔT
が与えられれば，式 (7-3)の関係から求められる。き裂近傍の応力分布の一例を，Fig. 7-
5 に示す。なお，今回測定した熱画像では，一画素の一辺がおよそ 0.14 mm に相当して
いる。 
Fig.7-4 Thermal image near the crack tip. (Distribution of Δσ was 
calculated using the temperature distribution on the solid 
white line.) 
Fixing jig of CT specimen 
Fixing jig of CT specimen 
Notch 
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最後に，導出した Δσ の分布から，ΔK を求める方法について説明する。本章では，光
弾性試験で用いられている図式法 7-12)によって ΔK を求めた。光弾性試験では，き裂近傍
の主応力差(σ1−σ2)の分布から，応力拡大係数を求める方法として図式法を用いている。 
熱弾性応力測定においても，き裂の変形がモード I と仮定できる場合には，主応力和
の変化 Δ(σ1+σ2)の分布から，応力拡大係数範囲 ΔK を求める方法として使用できる 7-13)。 
リガメント上におけるき裂先端近傍の主応力和と応力拡大係数の関係は次式で表すこ
とができる。 
r
K
π
σ
2
2
=          (7-5) 
板厚 t =12.5 mm の CT 試験片に対して得られた，微細粒ペースト無適用の条件におけ
るき裂近傍の Δσ の分布を，縦軸：1/Δσ，横軸：r1/2として Fig. 7-6 に示す。 
Fig.7-5 Distribution of the Δσ near the crack tip 
obtained from infrared measurement. 
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Fig. 7-6 において，実験で得られたデータに対して，原点を通る接線を求めた。このと
き，き裂先端近傍は塑性変形と熱伝導の影響によって，式（7-5）から算出される結果と
乖離する。原点を通る接線を求める際には，これらの点を除外し，Fig.7-6 に示した 1/Δσ
と r1/2の間に直線関係が見られる測定値を最小二乗近似した。 
原点を通る接線の傾きを θ とすると，tanθ と ΔK の関係は次式で与えられる。 
K∆
=
1
2
tan πθ         (7-6) 
従って，ΔK は次式によって算出できる。 
θ
π
tan
1
2
=∆K         (7-7) 
熱弾性応力測定を現場に適用する場合，様々な要因によって計測誤差が発生する。こ
こでは，計測誤差の要因の一つである，放射率に起因する測定誤差を取り除く方法とし
て，ΔK の減衰比 EΔKを考える。 
微細粒ペースト塗布前を ΔKbefore，微細粒ペースト塗布後を ΔKafterとすると，疲労き裂
の進展速度遅延効果を表す，応力拡大係数範囲の減衰率 EΔKは次式で与えられる。 
before
after
K
K
E K ∆
∆
=∆          (7-8) 
0
0.004
0.008
0.012
0.016
0.000 0.020 0.040 0.060 0.080 0.100 0.120
1/
Δ
σ
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Pa
 -1
)
r1/2 (m1/2)
Fig.7-6 Relationship between 1/Δσ and r 1/2 obtained 
for CT specimen (t=12.5mm) for calculating 
ΔK using the gradient of straight line 
connecting the origin and reference data. 
tanθ = (π/2)1/2ΔK-1 θ  
Reference data 
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7.5 測定及び評価結果 
7.5.1 き裂先端近傍の代表点における変動応力を用いた簡易評価 
CT 試験片の板厚 t が 2 mm 及び 12.5 mm，微細粒ペーストが Type a 及び b の各 2 種
類の組み合わせによる４条件について，疲労試験を実施し，き裂先端近傍の応力状態を
赤外線サーモグラフィ装置で測定した。このときの試験条件を Table 7-1 に示す。 
熱弾性効果による温度変化 ΔT は，計測領域の位置によって異なるため，Fig. 7-7 に示
す３ヵ所で変動応力の減衰効果を調べた。ΔT を評価する領域は，1.5 mm×1.5 mm の正
方形の領域とし，き裂先端から水平方向に位置する，1.5～3.0 mm の青枠で囲まれた範囲
を Area A，3.0～4.5 mm の緑枠で囲まれた範囲 Area B，6.0～7.5 mm の黒枠で囲まれた範
囲を Area C と定義する。 
Fig.7-7 Locations of temperature measurement area 
used in simple evaluation method.  
Fixing jig of CT specimen 
Notch 
Table 7-1 Test conditions 
， 
Test condition Thickness of theCT specimen
Type of the
fine particle paste
No.1 2 mm b
No.2 2 mm a
No.3 12.5 mm b
No.4 12.5 mm a
Size of the aluminum particle:
Type a: 0.6 μm
Type b: 0.6 μm + 39 μm
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試験条件 No.1 の試験結果を，Fig. 7-8 に示す。縦軸はペースト塗布前の DL 値の変化
幅と塗布後の DL 値の変化幅との比を示す EDL，横軸はペースト注入後の荷重繰返し数
である。 
 Fig. 7-8 では，Area A，B，C のいずれの領域でも N が大きくなると，EDLはおおむね小
さくなる傾向があり，き裂先端に近い領域ほどその傾向は顕著である。すなわち，微細
粒ペースト施工の効果が明瞭に測定できている。これは，き裂先端から離れるほど特異
応力場による影響が，小さくなるためと思われる。 
この傾向は他の No.2～4 の試験条件でも同様であった。そこで，微細粒ペーストの効
果が最も明瞭な，すなわち最も S/N 比が良い Area A における，各試験条件の EDL の変
化を Fig. 7-9 に示す。 
Fig.7-8 Relationship between number of cycle N 
and EDL obtained for test condition No.1. 
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Fig. 7-9 によれば，すべての試験条件において，ΔK の低減効果，すなわちき裂進展の
抑制効果が確認できている。また，微細粒ペーストはアルミナ粒子がき裂内部に徐々に
侵入することによって，き裂の閉口を妨げる。そのため，ΔK の低減効果が徐々に発現す
る様子も確認できる。 
試験条件によって若干のばらつきは見られるが，その効果はおおむね 1500 回以上で安
定することがわかった。これは，微細粒ペーストが疲労試験開始直後ではき裂先端まで
侵入しておらず，き裂の開閉口の繰返しによって微細粒ペーストが徐々にき裂先端に侵
入するためであると考えられる。 
また，DL 値の変化幅は試験開始前と比べて約 70%に減少している。これは，Δσ が約
70%となっていることを示しており，Paris-Erdogan 則 7-14)で m=4 と仮定すれば，き裂の
進展速度は試験開始当初と比べて 24%まで低下していると評価できる。 
アルミナ粒子径の分布の有無の影響を確認するため，板厚 t が同じ No.1 と No.2，No.
3 と No.4 の試験条件について EDLが減少する傾向を比較した。今回の試験では，アルミ
ナ粒子径の分布の有無による EDLの明瞭な差異は確認できなかった。 
CT 試験片の板厚の影響を確認するため，同じ微細粒ペーストで試験した No.1 と No.
3，No.2 と No.4 について EDL が減少する傾向を比較した。今回試験した条件内では，板
Fig.7-9 Relationship between number of cycle N 
and E DL obtained for area A, indicating the 
tendency that EDL is decreasing with 
increasing cycle until N =1500. 
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厚の変化による EDLへの明らかな影響は確認できなかった。 
 
7.5.2 応力拡大係数範囲によるき裂進展速度遅延効果の詳細評価 
微細粒ペーストを施工した直後とその効果が十分に発現した後の ΔK を求めて，ΔK の
減少を確認する方法について検討する。 
検討には，前項の No.1～4 の試験条件でそれぞれ取得した熱画像を使用した。 
また，ΔK は，微細粒ペーストの施工前と，その効果が発現した後の代表データとして
N=3000 の場合について求めた。図式法を適用して ΔK を求める際，き裂先端から 2～4 
mm の応力値データを用いて，原点を通る接線を求めた。Fig. 7-10 に一例として試験条
件 No.1 の解析結果を示す。黒丸は微細粒ペースト施工前，白丸は荷重繰返し数 N=3000
を示している。 
 
Table 7-2 に，No.1～4 における ΔK 及び ΔK の減衰比である EΔKの解析結果を示す。いず
れの試験条件においても微細粒ペースト施工前の ΔK とくらべて，N=3000 の ΔK は減少
しており，き裂の進展速度遅延効果が発現していると判断できる。 
しかし，No.1 の条件を除いて，微細粒ペースト施工前の ΔK の測定値は，19 MPa･m1/2よ
Fig. 7-10 Relationship between 1/Δσ and r1/2 
obtained for test condition No.1.  
0
0.004
0.008
0.012
0.016
0.000 0.020 0.040 0.060 0.080 0.100 0.120
1/
Δ
σ 
(M
Pa
 -1
)
r1/2 (m1/2)
Before N =3000
No.1 16.9 10.9 0.64
No.2 13.2 8.6 0.65
No.3 11.6 8.7 0.75
No.4 12.2 8.3 0.68
ΔK
E ΔK
Table 7-2 Stress intensity factor range ΔK before and after 
application of fine grain paste and its damping ratio EΔK. 
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り著しく小さく，き裂の進展速度が過少に見積もられている。この誤差は，測定面の黒
体塗装が不十分で，黒体と近似できない程度に放射率が低かったことが原因と考えられ
る。この場合，赤外線サーモグラフィ装置で測定される熱弾性効果は，実際の温度変化
より小さくなる。 
Table 7-2 に示す試験結果において，放射率に起因する誤差が考えられるため，EΔK の
減衰量を確認する。このとき，いずれの試験条件でも EΔK は 64～75%となっている。簡
易評価と同様に，Paris-Erdogan 則 7-14)で m=4 と仮定すれば，き裂の進展速度は施工前の
17～32%になり，簡易評価法の結果とほぼ同様の結果が得られている。この結果は，EΔK
を求める際に，放射率に起因する誤差がキャンセルされること，また，微細粒ペースト
の施工によって生じるき裂の進展速度の遅延効果を確認するだけであれば，簡易評価法
だけでも十分対応できることを示唆している。 
また，簡易評価と同様に，EΔKを用いて CT 試験片の板厚及びアルミナ粒子径の分布の有
無による影響を評価した。しかし，今回の結果からは CT 試験片の板厚及びアルミナ粒
子径の分布の有無による EΔKの明瞭な差異は確認できなかった。 
 
7.6 結言 
本章では，応力拡大係数範囲の低減を原理とする疲労き裂対策工法の中で，微細粒ペ
ーストを用いた工法に着目し，施工品質を短期間で確認する非破壊試験方法について検
討した。得られた主な結果を以下に示す． 
(1) き裂先端近傍の代表点における応力低減に着目した簡易評価法を検討した。き裂先
端近傍における代表点の応力幅の変化から ΔK の低減効果，すなわちき裂進展の遅
延効果が確認できる。 
(2) き裂先端近傍の一次元温度変化から ΔK を求め，その減少を直接確認する詳細評価
法を検討した。ΔK を正確に求めるためには計測面を十分に黒体化する必要がある。
しかし，簡易評価と同様に ΔK の減衰比を評価するのであれば，放射率に起因する
誤差はキャンセルされる。 
 
  
108 
 
参考文献 
 
7-1) 鋼橋の疲労対策に関する新技術調査研究小委員会：鋼橋の疲労対策技術，土木学
会，p.131，(2013). 
7-2) 山田健太郎，石川敏之，柿市拓巳：疲労き裂を閉口させて寿命を向上させる試
み，土木学会論文集 A，Vol.65，No.4，pp.961-965，(2009). 
7-3) 高橋一比古，高橋千織，古谷典亍：微細粒のくさび効果による疲労き裂進展抑
制，造船学会論文集，Vol.1998，No.184，pp.361-367，(1998). 
7-4) 河本恭平，山田岳史，大塚雄市：疲労き裂の進展抑制による鋼構造物の延命化技
術，神戸製鋼技報，Vol.65，No.1，pp.11-15，(2015). 
7-5) 舘石和雄，北河一喜，稲葉尚文，冨田芳雄：局部加熱を併用した硬化剤注入手法に
よる鋼材の疲労き裂進展抑制，土木学会論文集 A，Vol.62，No.1，pp.126-131，(2006). 
7-6) 成田圀郎：２ 溶接不良・溶接欠陥の防止と溶接検査，溶接学会誌，Vol.50，No.
7，pp.641-645，(1981). 
7-7) 遠藤吉郎，駒井謙治郎，大西一男：実働荷重下におけるき裂進展とふん囲気の影
響，材料，Vol.17，No.173，pp.160-168，(1968). 
7-8) 河合末男，鯉渕興二：腐食疲労き裂伝ぱに及ぼす応力波形効果，材料，Vol.27，N
o.301，pp.967-973，(1978). 
7-9) 河合末男，鯉渕興二：3%食塩水中の疲労き裂伝ぱに及ぼす応力波形および繰返し
速度の影響，日本機械学會論文集，Vol.44，No.382，pp.1789-17983，(1978). 
7-10) Thomson，W. (Load Kelvin):On the Dynamical Theory of Heat，Trans. Roy.Soc.,
Vol20，pp.261-283，(1853). 
7-11) Thomson，W.(Load Kelvin):On the Thermoelastic，Thermo-magnetic and Pyro-elect
ric Properties of Matter，Phil. Mag.,Vol1，No.5，pp.4-27，(1878). 
7-12) 國尾武，中沢一，林 郁彦，岡村弘之：破壊力学実験法，朝倉書店，p.42，(198
4). 
7-10) 本田尚，佐々木哲也，大塚輝人，吉久悦二：赤外線計測による応力拡大係数範
囲の測定精度改善に関する研究，日本機械学会論文集(A編)，Vol.71，No.711，
109 
 
pp.1472-1479，(2005). 
7-14) 中井善一，久保司郎：破壊力学，朝倉書店，p.104，（2014). 
  
110 
 
111 
 
 
 
 
 
８. 結論 
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8.1 本研究の総括 
本研究では，非接触で広範囲を短時間で測定できるという赤外線サーモグラフィ試験
の特徴を生かして，銑鋼一貫製鉄所の老朽化が進行している付帯設備のうち，副生ガス
配管などの大型の鋼製ガス配管，高炉に熱風を供給する熱風炉，クレーンを代表とする
大型の鋼構造物を対象として，効率的な設備保全に資する手法について検討した。 
以下に本研究の結論を示す。 
 
8.1.1 鋼製ガス配管を対象とする減肉のスクリーニング手法の提案と検証 
高度経済成長期に設置された鋼製配管は，内外面から腐食が進み，ガス漏れの原因と
なる。ガス漏れが発生すれば，加熱炉や発電所への燃料供給が断たれるため，操業停止
や製品コストを上昇させる原因の一つとなっている。 
従来，鋼製配管の健全性は，配管の肉厚を計測し，残厚を確認することによって担保
されている。しかし，製鉄所建設時に設置されたまま継続使用されている配管が数十 km 
存在し，さらに，高所に設置されている場合には，従来の検査手法では莫大な時間と費
用が必要となる。そのため，腐食が進行した配管を迅速に検出する手法の銑鋼一貫製鉄
所の競争力を維持するための重要な課題である。 
そこで，3 章では製鉄所で用いられている大口径の鋼製ガス配管の健全性を設備の稼
働中でも確認できるスクリーニングの手法について検討した。 
その結果， 
（１） 赤外線サーモグラフィ試験と超音波厚さ計による試験結果を判定基準として用
いるスクリーニングの手法を提案した。 
（２） スクリーニングに用いる判定基準のうち，赤外線サーモグラフィ試験による配管
内の堆積物質の検出方法について検討したところ，配管表面に与えられる熱流束
の大きさと配管の肉厚がパラメータとなることを伝熱解析によって明らかにし
た。 
（３） 配管内の堆積物界面の推定方法として，温度変化の第一階差数列から極小もしく
は極大点を検出する手法が有効であることを明らかにした。さらに，実配管に適
用して実際の堆積物に対しても有効であることを確認した。 
（４） 配管内面における減肉分布の測定方法について試験条件や信号処理法などを検
討した。減肉分布を得る手段として時系列に計測した熱画像の画素間で相関係数
を計算する手法を考案した。試験片による基礎実験を行ない，熱源の反射による
外乱を大きく軽減でき，実際の減肉分布に近い相関係数分布画像が得られること
を確認した。また，本手法を実配管に適用し，実際の減肉に対しても有効である
ことを確認した。 
また，今後の課題として， 
（１） 配管内の堆積物質の検出方法は，大口径のガス配管を対象としている。圧縮空気
等を供給するユーティリティ配管のような小口径の配管を対象とする方法も今
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後検討する必要がある。 
（２） 配管内面の減肉分布を求める方法は時系列に計測した表面温度変化から減肉分
布を算出している。表面温度は配管内部の堆積物の有無によっても影響を受ける
ため，今後，相関係数分布画像に及ぼす影響について検討する必要がある。 
 
以上により，製鉄所の副生ガス配管の検査に提案した赤外線サーモグラフィ試験と超
音波厚さ計による試験結果を判定基準として用いるスクリーニング手法を採用すること
によって，ガス漏れによる操業停止や生産コストの上昇を防止することが期待できる。 
 
8.1.2 熱風炉の不定形耐火物を対象とする損耗評価手法の提案と検証 
熱風炉の鉄皮が損傷し，熱風の製造が不可能になれば，銑鉄を製造する高炉の操業も
停止するため，製鉄所全体の操業停止につながる要因の一つである。 
熱風炉は，複数の異なる種類の耐火物層によって鉄皮を保護する構造となっている。
しかし，現状では炉内側から耐火物の損耗を目視で評価する手法は提案されているが，
鉄皮を保護している不定形耐火物の損耗を定量的に評価する手法はなく，SCC に起因す
る破裂事故のリスクを低減するための試験方法は存在しない。 
そこで，本研究では，熱風炉の鉄皮を保護している不定形耐火物の損耗を，熱風炉の
操業中に定量的に確認する手法について検討した。 
4 章では，熱風炉の不定形耐火物厚さを同定する方法を検討した。その結果を次に示
す。 
（１） 熱伝導によって生じる遅れ時間や振幅の減衰から，不定形耐火物の厚さを同定す
る逆問題解析法を提案した。  
（２） 鉄皮と不定形耐火物を模擬した二層平板モデルによって一次元の厚さを同定す
る数値実験を行った。熱風炉の不定形耐火物の場合には熱伝導によって生じる遅
れ時間を評価する熱伝導時間遅延法の適用が適切であることがわかった。 
5 章では熱風炉の操業時に発生する炉内の温度変化を熱負荷として鉄皮を保護する不
定形耐火物の損耗把握を試みた。その結果を次に示す。 
（３） 様々な外乱が含まれる実際の熱風炉を撮影した熱画像から，不定形耐火物の損耗が疑
われるホットスポットのみを抽出する温度振幅画像を提案し，その有効性を確認した。 
（４） 鉄皮の温度変化の測定値から，操業周期と等しい周波数成分を抽出し，燃焼と送風を
切り替える時間を基準として，遅れ時間 Δttotal が算出できることを確認した。ま
や，算出した遅れ時間 Δttotal を用いてホットスポットの位置における不定形耐火物
の厚さを熱伝導時間遅延法で推定し，実用上十分な精度で推定できていることを確認
した。 
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6 章では熱伝導時間遅延法による逆解析の誤差の有無及びその影響因子を，二層平板
試験片による実験と有限要素解析によって検討した。その結果を次に示す。 
（５） 二層平板試験片を用いてハロゲンポイントヒータを加熱源とする実験を行い，実
測値より小さく不定形耐火物厚さが推定される傾向があることわかった。 
（６） 面内方向の熱伝導が生じる条件で有限要素解析を行い，有限要素解析で得られた
温度変化を逆解析して不定形耐火物厚さを求め，実験結果と比較した。その結果，
面内方向の熱伝導が生じる条件で,実験と同様の傾向が生じ，このとき実測値よ
り小さく推定される誤差が生じることがわかった。 
（７） 面外方向の熱伝導が生じる条件で有限要素解析を行い，有限要素解析で得られた
温度変化を逆解析して不定形耐火物厚さを求め，実験結果と比較した。その結果，
面外方向，すなわち一次元熱伝導の条件で，実測値より大きく不定形耐火物厚さ
が推定されることもわかった。 
（８） 面外方向，すなわち一次元熱伝導の条件で不定形耐火物厚さが大きく実測値より
推定される原因を調べた。加熱面の温度変化を周波数分析し検討した結果，加熱
面が正弦波状の温度変化と異なる場合に誤差が生じることがわかった。 
（９） 6章で明らかになった誤差は，熱風炉の不定形耐火物を対象とする場合には無視
できる誤差であり，4章で提案した熱伝導時間遅延法が有効であることが確認で
きた。 
また，今後の課題として， 
（１） 本研究は熱風炉の不定形耐火物の健全性を評価する常時監視システムのフィジ
ビリティスタディとして実施した。そのため，本研究で得られた成果を踏まえた
常時監視システムの開発に移行する必要がある。 
 
以上により，本研究で検討した熱風炉の鉄皮を保護している不定形耐火物の損耗を，
熱風炉の操業中に定量的に確認する手法を採用することによって，熱風炉の不定形耐火
物の損耗に起因する高炉の操業停止を予防することが期待できる。 
 
8.1.3 クレーンなどの鋼構造物に対する疲労き裂対策工法の施工評価手法の提案 
鋼構造物に疲労き裂が発見されると，き裂の発生部位，き裂の長さ，対策の目的（応
急対策，恒久対策）などから総合的に判断して補修する必要がある。近年，疲労き裂の
補修・補強は，応力拡大係数範囲の低減によってき裂進展を停留，あるいはき裂進展速
度を抑制する施工の容易な新技術が提案・実用化されてきている。しかし，クレーンを
はじめとする鋼構造に発生した疲労き裂の補修に，前述の疲労き裂対策工法を適用して
も，現場の様々な制約によって，施工評価が迅速にできないという課題がある。 
そこで，本論文では，応力拡大係数範囲の低減によってき裂進展を停留，あるいはき
裂進展速度を抑制する疲労き裂対策工法の中で，微細粒ペーストを用いた工法の施工品
質を短期間で確認する非破壊試験方法について検討した。得られた主な結果を以下に示
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す． 
（１） き裂先端近傍の代表点における応力低減に着目した簡易評価法を検討した。き裂
先端近傍における代表点の応力幅の変化から ΔK の低減効果，すなわちき裂進展
の遅延効果が確認できる。 
（２） き裂先端近傍の一次元温度変化から ΔK を求め，その減少を直接確認する詳細評
価法を検討した。ΔK を正確に求めるためには計測面を十分に黒体化する必要が
ある。しかし，簡易評価と同様に ΔK の減衰比を評価するのであれば，放射率に
起因する誤差はキャンセルされる。 
また，今後の課題として， 
（１） 微細粒ペーストを用いた工法の施工品質を確認する原理を疲労試験機上で検証
するに留まっている。そのため，クレーン等に現場適用するための技術開発の必
要である。 
（２） 今回は，微細粒ペーストを用いた工法を対象として施工品質を確認する手法につ
いて検討した。その他の応力拡大係数範囲の低減を原理とする疲労き裂対策工法
についても施工品質を確認する手法を検討する必要がある。 
 
以上により，本研究で検討した，熱弾性応力測定による疲労き裂対策工法の施工評価
方法を採用することによって，現場施工の補修工事における施工品質のばらつきを低減
し，鋼構造の折損による操業停止の予防が期待できる。 
 
8.2 本研究の今後の展開について 
 本研究では，銑鋼一貫製鉄所の老朽化が進行している付帯設備を対象として，効率的
な設備保全に資する手法について検討した。非接触で広範囲を短時間で測定できるとい
う赤外線サーモグラフィ試験の特徴を生かして，腐食減肉のスクリーニング，熱風炉の
不定形耐火物の損耗量の非接触評価及び熱弾性応力測定法による疲労き裂対策工法の施
工品質評価を行う手法を提案している。 
製鉄所内には，今回対象とした設備以外にも老朽化が進行している設備が存在してい
ること，また，製鉄所の設備の表面には酸化鉄が付着し，放射率が 1.0 と仮定できる環
境が多く存在することから，今回検討した赤外線サーモグラフィ試験をベースとして，
効率的に設備保全を可能とするためのさらなる技術開発が必要である。 
具体的な技術開発の方向性としては，赤外線サーモグラフィ試験の特徴を最も生かす
ことが可能なパッシブ法を用いた試験をベースとして，効率的にきず部を検出するスク
リーニング手法，または，逆解析手法と組み合わせた定量評価手法のさらなる開発が必
要と思われる。 
製鉄所で有する多種多様な設備のうち，クレーンや配管等，他のプラントにも存在す
る設備がある。そのため，製鉄所で開発，検証された試験技術を他のプラントでも適用
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性を検証することによって，赤外線サーモグラフィ試験は従来以上に設備保全に有用な
試験手法として発展していくことが期待される。
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